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マルチメディア放送のコンテンツ規制における課題と

その解決方法の提案

肉容梗概

2011年 7月 24日の地上デジタルテレビ放送への完全移行(被災 3県を除く)に伴い、

2012年以降、地上アナログテレビ放送に使用していた周波数帯域を利用する様々な新

しい放送サービス(マルチメディア放送)のサービス開始が予定されている。これまでの

放送サービスは、端末への蓄積を想定しない映像サーピ、スが中心で、あった。マルチメデ

ィア放送では、新聞・雑誌、音楽、ゲームなど多様な情報・コンテンツを時間に縛られ

ず楽しむことができる蓄積型サービスも予定されている。

2010年に改正された放送法において、インフラ層、プラットフォーム層において放

送と通信の融合は進展した。しかし、コンテンツ層において、本稿執筆時点では、通信

と放送の聞には違いが存在する。その違いとは、放送におけるコンテンツ規制である。

規制が存在するため、マルチメディア放送の蓄積型放送で、新聞・雑誌を始めとする情

報コンテンツの配信サービスを提供できない可能性がある。

本論文では、 AMIOフォーラムや、 IPDCフォーラムの活動を通じて放送法のコンテ

ンツ規制の課題を解決し、マルチメディア放送において、新聞・雑誌などの情報コンテ

ンツを蓄積型放送で配信するための解決手法を検討した。

検討を進めた結果、第三者機関が明確な基準を策定・判断し、運用するモデ、ルが適し

ているということが判明した。このモデ、ルを解決手法として提案する。

関係者によるヒアリング、を行った結果、本提案の第三者機関による解決手法は、実現

可能性、実効性があるという結論に至った。
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Problems on Multimedia broadcast about contents regulation 

and proposal for its solution 

Abstract 

Various new broadcasting services (multimedia broadcast) will launch after 2012 on the 

frequency used analog broadcasting with the transition to digital terrestrial broadcasting has 

been completed in 44 prefectures on July 24th, 2011. Traditional broadcasting services placed 

importance on streaming video service, not storing contents in devices. Multimedia 

broadcasting will provide storing contents service. Contents are papers, magazines, music, 

games and so on, they can be used free from time and place. 

By broadcast act revised in 2010, the convergence between communication and broadcast 

advanced on infrastructure layer and platform layer. But on contents layer, there is the difference 

between communication and broadcast. The difference is a content regulation. Existence of 

regulation may interrupt offering service storing contents like newspapers and magazines by 

broadcasting distribution. 

We discussed some solutions solving the problem through activity of AMlO forum and lPDC 

forum. 

As a result, we propose the model that third-party organization formulates discipline and 

operate with soft-law method. 

Hearing the views of relevant people, proposal model of third-party organization find effective 

on feasibility and workability. 

Keywords: 

Multimedia broadcast, storing broadcast, soft-law, broadcast-act, media regulation 
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第 1章

序 論

1.1 背景

マルチメディア放送は、 2012年より順次サービスが開始される新しい放送サービス

のことである。従来の放送サービスのように映像を配信するだけでなく、新聞・雑誌、

ゲーム、音楽などのマルチメディアコンテンツの配信を蓄積型放送によって行うことが

できる。一斉同報性、大量配信を行ってもコストが抑えられる点、プッシュ型といった

放送型の強みを活かし、これまでになかったサービスの提供が期待されている。

2010年の放送法等の改正、 2011年の地上デ、ジタル放送移行と、制度面、インフラ面

において放送を取り巻く環境は、大きく変化している。

一方、通信領域では、スマートフォンが急速に浸透しつつあり、無線通信帯域の逼迫

や、それに伴う、無線通信帯域確保のための LTEや WiMAXとし、った 4G通信方式1へ

のスムーズな移行が課題となっている。

そして、 2011年 3月 11日に起こった東北地方太平洋沖地震とそれに伴う津波により

発生した災害は、甚大な人的・物的な被害をもたらすと共に、我々が普段当たり前に使

っている、テレビ、ラジオ、携帯電話、インターネットといった情報配信インフラに対

する考え方を改めさせた。特に、震災直後から数日単位で、つながりにくかった携帯電話

は、身近なコミュニケーションツールの重要さを改めて確認することとなった。また、

近年存在感の低下しつつあったラジオは、ラジオ受信機が入手困難な状況になるなど、

非常時に有効な情報メディアとして見直されるなどしている。

このような状況において、マルチメディア放送の果たす役割は、効率の良い電波利用、

映像以外の情報配信といった面において、重要な役割を果たすと考えている。しかし、

現行の放送法では、コンテンツ規制が規定されており、新聞・雑誌のような情報をマル

チメディア放送で配信することを容易に判断できない状況にある。

1.2. 研究目的

本研究の目的は、マルチメディア放送の蓄積型放送における放送法のコンテンツ規制

の課題について、明らかにし、解決案を提案することである。そのために、放送波での

1 LTEや WiMAXは、従来日G通信方式と呼ばれていたが、 2010年 12月より 4G通信方式に含まれるこ

ととなった。



コンテンツ配信を目指す AMIOフォーラム、放送での E パケットでの情報配信を目指

すIPDCフォーラムの活動を通じて、さまざまな視点から解決法を検討した。その結果、

適当であると考えられる第三者機関による解決策を提案し、さらに検証するものである。

1.3 本論文の構成

本稿の 2章では、本研究の対象となっているマルチメディア放送とは、どのようなも

のかについて述べる。そして、放送と通信の制度上の定義、それぞれの長所と短所につ

いて整理し、放送を使う意義をまとめた上で、放送法におけるコンテンツ規制の課題に

ついて問題提起を行う。

第3章では、本研究の活動母体となった AMIOフォーラム、 IPDCフォーラムについ

て、紹介し、提案となる第三者機関による解決策に至るまでの、仮説のブラッシュアッ

プ過程について記す。

第4章では、第三者機関による解決方法について、参考とした一般社団法人モパイル

コンテンツ審査・運用監視機構、放送倫理・番組向上機構について記したうえで、位置

づけ、構成などを述べ具体的な第三者機関を提案する。

第 5章では、第 4章で述べた第三者機関について、事業者による評価をいただいた。

それをもとに、実現可能性、実効力について考察する。また、社会に及ぼす影響につい

ても検討する。

第6章では、まとめとして、本研究で取り上げた課題以外のマルチメディア放送の課

題や、マルチメディア放送への期待、放送と通信の真の融合に向けた提言などを行う。
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第 2章

マルチメディア放送の課題

本稿では、マルチメディア放送におけるコンテンツ規制の課題とその解決方法につい

て取り上げる。本章では、まずマノレチメディア放送とは何かを整理 し、情報配信サービ

スを行う上での放送と通信との違いを整理する。そ して、マルチメディア放送における

課題がどのように生じたものなのかを見てし、く。

2.1. マルチメディア放送とは

マルチメディア放送は、世界各国で様々な規格のサービスが提供および検討されて

いる。概要的には、音声・映像(簡易動画)・データなどのコンテンツのス トリーミ ン

グ配信・ダヴンロー ド配信を行い、それらを組み合わせて実現する新しい放送の形態と

言うことができる。以下に、代表的なマルチメ ディア放送の一覧を示す。

表 2.1 世界各国のマルチメディ ア放送

(総務省 「携帯端末向けマルチメディ ア放送サービス等の在 り方に関する懇談会報告書J[1]を修王2)

米軍 イギリス フランス ドイツ イヲリア 制置

マルテメディア主主 撮過 撤退 準備中 。 。 。
送の漫供の状況

量
トー一冊一9-一0一8一1 ー 0861ま駿放送開始

“山---・M・-・山一同一昨_.，-_._-一一一一申一一'一一
開始晴朗 06.5-08.4 冊 06- 05.12-

…一一一日山一一...- …一一一..-・…一一山 _.“司..........._._..-・_.__......._...
SBS-U寄サービス名綜 BτMovto w・tcha Watk TV、TIMTV

Vodaf，回eSKY TV .-日開._..... 晶情.._-・..- …一一一一“一"…
全盛政送

一……日 一一一一一一一一"一一日_._.“一…… 一}即日即日晶』ー…._.__...
ザーピス提供 全国蹟送 企画滋送 童図 全国放送 地峨肢送iiz 4一一一一.-一一一山

ト {主要都市}
一ー一一一一一一一一戸ー坤 一 一 山一a一一一叫

Vircm Mobilc Oebitel 3"'1泊、TIM‘Vodafone‘ KBS. MBC‘SBS(培

{揖需竃E官事ヨ医者) {世帯電話事案者} (掛僚置Eき.1医者1 上手レピ周}

M.d・Stcl{領選~) YTNDM目、Korea

MediaFLO USA M。制。 MFD Mobile3.。 Medlaset(地上手レピ局 DMB. UIM.d唱{帳班・

(BT干主社) (MFDとNevaMedillの現金社} 入者J

-一一山一甲山一一一四一一山一一一一一 の音DV#S輩-H社} 一一一一一一随一一
筏術方式 Med!a FlO DAB-IP OVB-H T-DMB OVB-H T-OMB 

チャンネル数 映像8ch 映像10ch 験像5ch 映像16ch 続像4ch 核像8ch 映像12ch(3ltal喝の例} 映像lch.音声lch，

(事定} ラジオ3ch(予定) デーヲlch{阻 Sの例〉

ー既存れf中心 既存官、'中心 E王存1、，申心 .!王存T、 既存IY中心 塁王仔TV中心

'DR輯橡もあり
一一一四一一一一 一

棋童体系 有料 有料 有斜 未定 有料 有斜 無科{広告法送}

{携情電!Iの3民事実料

一一一一一一 開 r;豊住 _.... ……一一一一一一
昔及状況 不明 平明 不明 契約数1万件前後 C31t.al!a]契約者数 77方 対応鋤末は742万台

人(07年10月九人ロヵ 普及

パー~，85軸(07年8月)

(lI曙 -オークションにより得た圏軍像で1是世 デジタルラジオの 03年間に怠底追間
PFIこより退院. 泊予定.

特に、フランスでは「移動中に電波を受信するテレビサービス」、韓国では 「移動中

に電波を受信する多チャンネノレ放送で、テレビ、ラジオ又はデータを複合的に送信する

Z 米国におけるMediaFLOのサービス終了を反映した。
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サービス」左いった形で国家がマルヂメヂィア放送を定義しているケースも存在する。

[21 

園内Lこおいては 携帯端末向けマルヂメヂィア放送jという形で 2012年以降Lこ提供

予定の V-Hlghマルヂメヂィア放送および実証実験が進められる予定の V-Lowマルヂ

メヂィア放送がある。本稿では基本的ドマ"ヂメヂィア放送は園内Lこおける V-Hlgh

マルヂメヂィア放送および V-Lowマルヂメヂィア放送を指すこととする。

2.1.1. V-Highマルチメディア放送

V-Hlghマルヂメヂィア放送は 2011年の地上ヂジタル放送移行Lこ伴い空いた VHF帯

の周波数のうち 207 S~22払m， の 14 ベMfu 幅の帯域を用いて提供されるマルヂメヂ

ィア放送サービスである。地上ヂジタル放送移行Lこ伴い空いた周波数帯のうち周波数の

高い部分を使用するため V-Hlght_ v、う名称が使われる。主Lこ携帯端末構帯電話〉で受

信することを想定されている。また事業モヂルとして放送設備等を担当する受託事

業者主番組編成等を担当する委託事業者が分担して放送事業を行う ハード ソフト分

離方式が取り入れられている。

議 f意浮4 警 ))ω 
2 I I 

2 

1 l 1 

図 21ハード ソフト分離方rtl既念図

(株式会社vャバ斗ノ モバイルキャヌティングホームページより [3])
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事業者として、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモや株式会社フジテレビジョンが資

本参加する株式封土マルチメディア放送と KDDI株式会社、クアルコムジャパン株式会

社が資本参加するメディアフロージャパン企画株式会社が名乗りを上げたが、 2010年 9

月にマルチメディア放送が事業者として選定された。その後、会社分割により、受託事

業者を栴t会社ジャパン・モバイルキヤスティング、委託放送事業者を株式会社 mmbi

とする形で 2012年のサービス開始に向けて着々と準備が進められている。

表 2.2 株式会社マルヂメヂ、イア放送。見株式会社mmbi)の株主

株式会栓エヌ ティ ・ァィ ・ド」τ
株式会話フジ ・メディ7・ホールデイングス

スカパ-JSAT株式会社

ド本ア vピ放送鶏株式会社

株示会柱烹三放送ホーJ~ディングス
株式会話震這

富士透株式会話

8*霊祭株式会社

，、ナソ=.;;?τパノル コミーーケーシ=ンズ並走式会栓

ンマーブ株丸会役

株三五会経 烹之

株式会社f車室長骨

t来it会桂ァ レ戸毎 E

電気実業妹ェL会社

株式会社ァンど烹示ホールデ ィングス

抹示会柱?事事員帯 Dγメディアパー トナーズ

伊奈z，毒事椋示会社

場示会柱フジァレピジョン

Phll ippine Long Diεtanc.e Telephone Company 

{主尻竜童書事株式会社

株it会柱ーツボン放送

(2011年 12月6日時点)

2.1ふ V-Lowマルチメディア歓送

V-Lowマルチメディア放送は、 V-Highマルチメディア腕差と同様に 2011年の地上デ

ジタル腕差移行に伴し空いた VHF帯の周波数を用して提供される予定のサービスであ

る。使用する周波数として 90'"1 08MHzの 18:Ml王z幅が割り当てられており、地上デジ

タル放送移行に伴い空いた周波数帯のうち周波数の低し、部分を使用するため、 V-Lowマ

ルチメディア放送という名称になってしも。受信端末としては、携帯電話も想定されて

いるが、車耕端末や、家庭用の据え置き型の端末も想定されており、 V-Highマルチメ

ディア放送よりも、ラジオ的な側面が色濃く設計されている。放送エリアに関しでも、

V-Highモバイルマルチメディア腕差が全国同一内容での放送に対し、 V-Lowマルチメ

ディア腕差は、ブロック単位での免許が検討されている。

V-Lowマルチメディア放送におしても、 V-Highマルチメディア放送と同様に腕差設
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備等を担当する受託事業者主番組編成等を担当する委託事業者が分担して放送事業を

行う ハード ソフト分離方式か取り入れられる見込みである。しかし初期インフラ

投資が重子等の理由から受託放送事業者jとしての参入希望者が 4者主少なく 王則手点で

は具体的な事業者選定スケジュール等は確定していない。そα一方で委託放送事業

者Jとしての参入希望は 132者Lこ上っており サービスド対する期待も伺うことができ

る。(イti景A)

総務省は 2013年 3月頃をめどLこ成果の取りまとめを行う V-Lowマルヂメヂィア放

送の実証実験を進めており [4]，具体的な事業者確定や サービス江提供開始は それ

以降 なる可台性日か高いとみられる。

2.1.3 マルチメディア放謹において新たに;実現するサービス

マAヂメヂィア放送では現行のテレビ ラジオのようなストリーミング型のサービ

スであるリアルタイム放送だけでなく 新たな蓄件費型企決送jという放送サービス左を組み

合わせたものが?蔚共される予定Lこなっている。

この蓄積型取送はこれまでの放送サービス左は異なり 受信端末Lこ映象ヂータファ

イルなどのヂータを文字通り蓄積し棚輯は棚建する時間を拘束されずじこ受イ言したコ

ンテンツを楽しむことができる放送サービスである。蓄干責型放送で提供されることが予

定されているコンテンツJとして新 聞雑itマンガゲーム音楽映画などの動画

左いった形で多種多様なコンチンツが V-HlghマAヂメヂィア放送の委託放送事業者

である mmblから示されている。

ム

図"蓄積型放送サービヌイメー 3

(株式会社 mmblホームーミーγ より [5])
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このように V-lughマルチメディア放送では、エンターテインメント色が強い。一方、

V-Lowマルチメディア放送では、ラジオ的な音声サービス、交通情報サービス、教育、

地域情報、安全安心情報といった多様な情報が検討されており、地域に根差した公共メ

ディア的な役害IJを期待されている。(図 2.3.)

V-Low のセグメント利用目的イメージ

日
セ
グ

-甲山盲目・ n ー'0、.."""，.

『 音声優先セグメント(8)

ーーーーー・ーーーーーーーーーーーーーーーー

1セグ @比皐市町田柑崎骨且.上，，E・聾・件骨.II.~・祉鋼樟-
ー一一一一一一一一一ーーー

3セグ 多様なサービスセグメント
地調車社会/錘済/生活の錫思量向上する
多織なサービスを臭事1(".)

-・・・・・・岡.. 明._----------_.聞・ー・咽"固目・・・・岡.-・圃'

3セグ IL____交通アプリセグメント L 敏2眠時のドライパーの安全や際調車、平

時@のアプ高リ付の創提価供値{ザ全ー国ピ2社スな以ど上室}温分野

I~グ7 F 
1セグ 「 音声優先セグメント(A) 舘早寝怒沼pa酔崎a膚

- 司F 司・・・『・F・・岡田F・圃司圃，_ーー・，

1セゲ 教青/福祉利用優先セグメント .. ，2町a向t鋭付主.薗》.省向"・~'fーピスアプリ11)..(傘

，，;vタ

•• 中東 近.札幌・仙台・
県庁所在鎗

広域圃 広域圃 広域. 広島・稲田
その他自民蛾

50億円 ........2Q壁旦ー「 剛健円 5∞億円

(世帯カバー皐) 巳日一巳~-~ 仁日

図2.3.V-Lowマルチメディ ア放送利用イメージ

(総務省「ラジオと地域情報メディアの今後に闘する研究会」資料より[6]) 

このようにマルチメディア放送が実現することにより、ストリーミング型の映像サー

ビスだけでなく、蓄積型放送と組み合わせてサービス提供されることにより映像を含む

多様なコンテンツを放送によってユーザーは利用できるようになる。

2.2. 放送と通信の融合

単純な各種デジタノレコンテンツの配信であれば、通信を用いて、携帯電話や PCを利

用端末と して想定しサービス提供を行う方法も考えられる。 しかし、放送には、通信に

はない方式上のメリットがあるため、マルチメディア放送のサービス提供準備が進めら

れている。

しかし、定義上は放送ではあるものの、マルチメディア放送は、「通信と放送のそれ

ぞれの特徴を合わせもつサービスJ(rrunbi)と言われており、放送と通信とが融合したサ
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ーピスとも言うことができる。

放送と通信との違いと、それぞれの長所・短所を整理し、さらに 2010年に行われた

放送法等改正の結果による放送と通信の融合の進展状況について整理する。

2.2.1. 放送と通信の遣い

元来、放送と通信には、表 2.3に示すような形で法律上の定義が行われており、明確

な違いが存在している。

表 2.3 放送と通信の定義の違い

法律上の定義

放送 公衆によって直接受信されることを目的とする電気

通信の送信(放送法第2条第 l号)

通信 有線、無線その他の電磁的方式により、符号、音響

(電気通信) 又は影像を送り、伝え、又は受けること(電気通信事

業法第2条第 l号)

とは言うものの、近年のインターネットの登場を始めとする情報通信技術の発展に伴

い、従来、放送でしか実現しえなかった映像の配信などが可能になり、実用上の言葉か

ら連想される放送と通信との差異が小さくなってきているのは事実である。

しかし、事業者がユーザーに対して、コンテンツを配信する際の放送と通信の両者を

比較した場合、それぞれに長所と短所が存在する(表 2.4.)。

表 2.4 通信と放送の長所

放送 通信

一斉同報が可能 リクエストに応じた配信が可能

配信コストが一定 配信数に応じたコスト

プッ、ンュ型メディア(受動的) プノレ型メディア(能動的)

放送の優れている点は、一斉同報が可能である点、配信コストが利用者の人数に依ら

ず一定で済む点、プッシュ型の配信の 3点である。この 3つの特徴は、身近な例である

テレビやラジオを想像すると理解しやすい。一つの送信局から広い範囲に電波を送信し

ているため、一斉同報、一定コスト、プッシュ型の特徴が実現される。

通信では、この 3つの放送の長所を実現することは難しい。 1点目の一斉同報に関し

ては、通信の場合、双方向での情報のやり取りであるため、利用者がごく少ない場合に
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限れば、一斉同報が可能だが、利用者が多くなり、設備の限界に近い利用者数になると、

輯鞍を起こし、一部の利用者がデータの配信を受けられない事態が発生してしまう。ま

た、インターネットを利用した通信の場合は、利用者ごとに情報配信の経路が異なるた

め、厳密な意味での一斉配信はユーザー数が多くなればなるほど難しい。 2点目の配信

コストに関しては、利用者の増加に応じて、設備を増強することが必要となる。設備の

処理能力を上回る利用者数となった場合に、輯鞍が発生してしまい、サービス提供が停

止してしまう。3点目のブ。ツシュ型に関しては、通信の定義上、必ずフ。ル型になってし

まい、コンテンツに対して能動的な態度が求められてしまう。

マルチメディア放送は、コンテンツを多数のユ)ザ)に配信することを想定しており、

初期投資が大きくなるデメリットがあるものの、ユーザー数が一定数よりも多くなった

場合、通信よりも低廉に配信することが可能である。

@ノV-LOW帯放送と通信のコスト比較②

新聞配信部殺が9万部を超える時に、放送コストを通信コストが上回る。
9万部以上のユーザー契約がある場合は、政送ClPDC)を用いだ方がコストメ
リッ 卜が高いと言える。

新聞配信部数が9万部を超
_.1通信コスト

A 一一える時、通信コストが放送コ
..........-..ストを上回る。

40万部を配信する

僚のコスト差異
U;:21IJ.2!)(J ...t 

4冊。

3田O

3田O

2田Oヘ晶
、
体
」
J

、代

η

7:.:::: ...:: . . ::: .:: .:::. .:: .. . .::: . .:::: .. .:: . :::: .:: . ::::::: . . :::::: .:::::: .:: . :::: : .~.'::::.l 脱却

2∞o 

1田O

1冊。

田0

450田o!I好/!lltfli!lJ405冊。3&0田O315叩O180田o 115叩o 170叩O135田O冊。。。45000 

。
。

放送と通信の配信コス ト比較(CSK資料)

後述する AMIOフォーラムの活動において、放送と通信の配信コス ト比較の検証結

果が株式会社 CSK3によって示されたため、紹介する。 図 2.4.は、放送と通信とで、デ

ジタル化された新聞データを配信した場合のコスト比較を行った資料である。新聞のデ

ータ量は、 5MBと仮定している。放送は、 V-Lowマルチメディ ア放送を想定された費

用で算出されてお り、通信は KDDIのパワードイーサネット を使用する前提でのデータ

となっている。 これによれば、放送のコストと通信のコストが桔抗する点が9万部とな

っている。通信に関しては、 今後も高速化 ・低廉化することが予想されるが、当面、 数

図 2.4

9 

3 当時。 2011年 10月 1日より株式会社 SCSK



十万~百万部のオーダーの配信Lこ関しては、放送Lこコスト的な優位性があると考えて妥

当であると思われる。

2ム2. 2010隼放送濃等改正による制l鹿ょの放送と通信の融合

2010年 11月仁成立した放送法等の改正は、マルチメディア放送の法律上の位置付け

を確認し、課題を整理するうえで重要なものである。

まず、放送法等改正の趣旨は、"通信・放送分野Lこおけるデジタル化の進展Lこ対応し

た制度の整理・合理化を図るため、各種の放送形態Lこ対する制度を統合し、無線局の免

許及び放送業務の認定の制度を弾力化する等、放送、電波及び電気重信事業Lこ係る制度

の整備を行う"[7]とされている。

具体的な改正点は、「放送法Ji電気通信役務利用放送法Ji有線テレビジョン放送法」

「有線ラジオ放送法」の放送関連の 4法が「放送法J~こ統合され、「電気通信事業法」

「有線放送電話法」の 2 法が「電気通信事業法J~こ統合される形で法体系が整理された。

現行のE量体系

| 通信 ~ |放送 l
.-ーーーー

ii 量k

送

2量

電気温傭・.1量

電波注

有.電気温信感

=令

亡~|
=令|

街たな法体系

通信・放送

放送後

【-有有a.ーaー，予・Oレaオピs放タ剥送記用量，量依盤肱温温a調虫止量、、』

電気通信事耳障忌

{有・U'・..はa止}

電.1量

有.電気温・2量

図 2.5 放送法等の一部を改正する法律の概要

(総務省「放送法等の一部を改正する法律J概要より[8])
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内容に関しては、

( 1 )放送法関係

①放送の参入に係る制度の整理・統合、弾力化

②マスメディア集中排除原則の基本の法定化

③放送における安全・信頼性の確保

④放送番組の種別の公表

⑤有料放送における提供条件の説明等

⑥再放送同意に係る紛争処理に関するあっせん・仲裁制度の整備

( 2)電波法関係

①通信・放送両用無線局の制度の整備

②免許不要局の拡大

③携帯電話基地局の免許の包括化

( 3)電気通信事業法関係

①紛争処理機能の拡充

②二種指定事業者に係る接続会計制度の創設

といった形であげられている。

特徴的な点としては、放送が基幹放送と一般放送に区分された。通信放送両用免許が

整備された、と言った点を挙げることができる。
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... ・

電波法

有線電気通信法

... 置・

図 2.6 通信・腕~制度におけるレイヤー構造

(中村{予知裁 rr通信と放送の融合JのこれからJ[9]より修正、

このこといより、法体系の図2. 5を見ても明らかだが、インフラ、プラットフォー

ム、コンテンツの3レイヤーのうち、インフラ、プラットフォームの2つのレイヤーLこ

おいて、放送と通信の融合は完了したと言える。

2ユ3. 綾送法におけるコンテンツ規制

2010年の放送法等の改正は先述の通り、インフラレイヤー、プラットフォームレイ

ヤーでの放送と通信の融合を実現することができた。しかしコンテンツレイヤーでほ、

放送と通信の融合ほ未だ実現していない。その端的な例として、放送Lこおけるコンテン

ツ規制があげられる。通信Lこおいては、コンテンツ規制は存在しない。

放送法Lこおけるコンテンツ規制ほ、放送法第四条Lこおいて定めてあり、下記の内容と

絞っている。

4 2010年放送法等改正を反映
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第四条 放送事業者は、国内放送及び内外放送(以下「国内放送等」としづ。)

の放送番組の編集に当たっては、次の各号の定めるところによらなければなら

ない。

公安及び善良な風俗を害しないこと。

政治的に公平であること。

報道は事実をまげないですること。

四 意見が対立している問題については、できるだけ多くの角度から論点を

明らかにすること 0

2 放送事業者は、テレビション放送による国内放送等の放送番組の編集に当

たっては、静止し、又は移動する事物の瞬間的影像を視覚障害者に対して説明

するための音声その他の音響を聴くことができる放送番組及び音声その他の

音響を聴覚障害者に対して説明するための文字又は図形を見ることができる

放送番組をできる限り多く設けるようにしなければならない。

このような内容規制は、他のメディアには見られないものであり、「その合憲性をめ

く守って憲法研究者の聞で激しい議論が展開されている。J[10] 

このコンテンツ規制が存在する根拠として表2.5に挙げるような説がこれまでに主張

されてきている。
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名称

公物説

有限希少説

衝撃説

番組画一化説

部分規制論

基本的情報

公平論

表 2.5 コンテンツ規制の根拠と疑問点

(2007西津、井上[11]より作成)

説明 疑問点

公物である電波の特許使用関係から、事業 公物概念が不明であるとと

者は排他的・独占的な電波使用権を認めら もに、行政介入が可能

れる代わりに、他の高度の社会性・公益性

から一定の規制が課せられる

電波は有限であり、チャンネノレ数にも限度 多チャンネノレ、多メディア

があるので、その貴重な電波を有効適切に 化により、有限希少性が弱

利用するため、適当な放送事業者が選別さ まりつつある

れ、一定の規律が課せられる

放送が直接家庭の茶の間に侵入し、大きな 通信による映像配信との差

影響を与えることから、規制が課せられる 異が認めにくい

放送において自由競争を放任すると、事業 画一的の基準が明確でな

者は視聴率を極大化しようとし、番組編成 し、。

を大衆受けする通俗的なものに画化しょ 多チャンネノレ化と並行する

うとする傾向があるので、情報の多様性確 専門番組の増加を否定する

保のため、規制が課せられる ものであり問題である

印刷メディアを規制から自由にする 方、 価値基準が抽象的で、放送

放送に規制を加え、規制されるメディアと の自由を制限寸一ることには

規制されないメディアとの相互制約によっ 不適切である

て、思想、の自由市場を確保する

社会全体で共有されるにふさわしい基本的 基本的情報の概念が不明で

情報を伝達する最も優れた特性を持つメデ あるとともに、映像であれ

イアについては、その情報が社会全体に公 ば通信でも送信することが

平かっ低廉に提供されるように規制が必要 可能である

である

いずれの説も一定の説得力を持つ一方、近年の放送の置かれている状況が変わりつつ

ある中で、妥当性について疑問が呈されている。
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2.3. マルチメディア放送のコンテンツ規制における課題

マルチメディア放送も放送であるため、マルチメディア放送で配信するコンテンツに

関しても、コンテンツ規制の対象となる。つまり、放送で雑誌や新聞を配信する場合に

おいて、コンテンツ規制に沿った内容であることが求められる。しかし、これに対して、

言論・報道の自由といった観点から、新聞・雑誌製作者は検閲に相当するものではない

かと危慎を抱いている。特に新聞協会からは、定期的に意見が出されている。 [12]

一方、総務省が 2011年 1月 7日から募集した rV-Lowマルチメディア放送の制度枠

組みについての意見公募J[13]には、具体的な想定サービスとして、新聞・雑誌の放送

波での配信を想定し、コンテンツ規制の問題も認識したうえでの意見募集を行っている。

さらに踏み込めば、コンテンツ規制はこれまでコンテンツ、プラットフォーム、イン

フラが一体の事業者(地上波放送局など)、コンテンツとプラットフォームが一体の事業

者とインフラ事業者の組み合わせ(ハード・ソフト分離モデ、ル、 BS放送、 CS放送など)

しか経験してこなかった。雑誌や、新聞を蓄積型放送で配信するということは、コンテ

ンツとプラットフォームがさらに分離するモデ、ルであり、コンテンツレイヤーとプラッ

トフォームレイヤーの責任分界点が明らかになっておらず、また、いずれの事業者も責

任を負うことを避け、足踏みをしている状況である。

制度だけの問題で見れば、放送法を守る義務は、マルチメディア放送事業者に発生す

るため、配信するコンテンツをチェックし、放送に適さないコンテンツは流さないとい

う判断を行うことが正しい姿と言える。しかし、これはコンテンツ製作者側からすれば、

言論・報道の自由を侵害しかねない行為であり、チェックを受けず、放送で配信される

ことが望ましい。

本研究では、次章以降、マルチメディア放送の蓄積型放送で、新聞・雑誌のようなコ

ンテンツを、コンテンツ規制に抵触せず、マルチメディア放送事業者、コンテンツ事業

者のいずれもが納得できる形で、配信するためには、どのような手法をとれば良いのか、

検討を行う。
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第 3章

課題解決のための仮説のフラッシュアップ

-AMIOフォーラム・IPDCフォーラムの活動を通じて~

本章では、前章で、挙げたマルチメディア放送の課題解決のためのアフ。ローチについて

記す。

筆者は、放送波での紙メディアコンテンツ配信サービスの実現を目指す AMIOフォ

ーラムと放送波での IPパケットの送信サービスの実現を目指す IPDCフォーラムの事

務局および会員団体(慶慮義塾大学)として所属し、会員企業とともにミーティングや、

インタビューを繰り返す中で、課題解決のための仮説のブラッシュアッフ。を行った。

3.1. AMIOフォーラム、 IPDCフォーラムについて

AMIOフォーラムは、新聞や雑誌と言った紙メディアコンテンツを放送波で配信する

サービスの実現を目指す団体である。 AMIOとは AIlMedia In Oneの略称で、あらゆる

メディアが融合して 1つになることを意味している。 AMIOサービスを支える技術は、

放送波に E を乗せてデータを一斉配信する IPデータキャスト(IPDC)技術である。各種

放送サービスでの実現を想定しているが、 V-Highマルチメディア放送、 V-Lowマルチ

メディア放送での実現を特に重視している。つまり、 AMIOフォーラムは、マルチメデ

ィア放送において、新聞や雑誌などのコンテンツを流すサービスの実現を目指す団体で

ある。
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図 3.l. AMIOフォーラムサーピスイメージ

M 但0フォーラム事務局は慶慮義塾大学メディアデザイン研究科(KMD)が担当し、代

表はKMDの中村伊知哉教授が、副代表をユアサハラ法律特許事務所の山田卓弁護士が

務めた。

M但0フォーラムは 2010年 11月に発足し、総務省のユピキタス特区事業の一環とし

て、2010年 3月に実証実験を実施。新聞や雑誌の紙面を放送波で、マルチデ、パイスに配

信し、 AMIO フォーラムが目指すサービスが技術的には可能であることが実証された。

しかし、ピジネスとしての実用化に向けた課題の整理、解決方法の検討および、技術面

においてファイルフォーマット等をブラッシュアップする必要があった。そこで、

M 但Oのビジネス課題の解決をめざす議論の活発化と、技術面での継続的な検討を行う

ため、 2010年度に AMIOフォーラム第 2期の継続運営を決定した。

第 2期 M 但0は、実際に M 但0サービスをビジネスとして立ち上げるために必要な

課題の洗い出しを行い、さらにその解決のための議論を行うピジネスモデ、ル部会とファ

イノレフォーマッ ト等についての検討を行うサービスモデル部会から成る。筆者は KMD

として、 M但0フォーラム全体の設計とビジネスモデ、ル部会の運営に携わった。

また、 M但Oフォーラムは、 mmbi、社団法人日本新聞協会(新聞協会)、社団法人日本

雑誌協会(雑誌協会)、一般社団法人電子出版制作 ・流通協議会(電流協)とリエプン関係

を結んでおり、その関係を活かし、筆者は V-Highマルチメディア放送事業者、新開業

界、雑誌業界のマルチメディア放送におけるコンテンツ規制の課題意識のヒアリングを

行い、ビジネスモデノレ部会で、取り上げる等の活動を行った。
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表 3.1 第 2期 AMIOフォーラム活動概要

開催日時 内容

2010年 8月 3日 第 2期設立準備会

2010年 9月 14日 第 2期総会

第 l回勉強会

liPad時代における出脹社のデジタル戦略」

(コンデナスト・デジタノレカントリーマネージャー 田端信太郎様)

2010年 9月 21日 第 l回ビジネスモデ、ル検証部会

2010年 10月 26日 第 2回ピジネスモデ、ル検証部会

II.castJを活用したビジネスモデ、ルについて」

((株)ネクストワェープ右川勝一郎様)

「言午諾コード(DRCP)について」

((株)電通 ビジネス統括局 木下信幸様)

2010年 11月 10日 第 l回幹事会

第 2回勉強会

11雑誌デジタル化」 の課題と展望を整理する」

((社)日本雑誌協会デジタルコンテンツ推進委員会幹事

(株)扶桑社 デジタル ・ライ ツ事業部長兼経営企画部

梶原治樹様)

2010年 11月 30日 第 3回 ビジネスモデ、ル検証部会

IVHF-LOW帯でのAMIOサービスに向けて」

「リ ッチコンテンツ型書籍が求める端末像」

((株)CSK 福岡ユピキタス特区プロ ジェク ト活用チーム

チームリーダ一 宮島恒敏様)

2010年 12月 9日 第 l回サービスモデ、ル検証部会

lI.castJの概要」

「オーサリング、ツールを使ったコンテンツ製作の実演」

((株)ネクストワェープ右川勝一郎様)

2010年 12月 21日 第 4回 ビジネスモデ、ル検証部会

「マルチメディア放送の事業化に向けて」

(株式会社マルチメディア放送

経営企画部シニアマネジャー 外岡信一郎様)

2011年 1月 14日 ビジネスモデ、ル検証部会

許諾コードワーキング、グ、ループ

2011年 1月 21日 第 2団幹事会

第 3回勉強会
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「電流協が目指す電子出版のあるべき姿」

(電子出版制作・流通協議会 池田敬二様)

「放送法等改王のポイント」

(ユアサハラ法律特許事務所弁護士 山田卓様)

2011年 l月 25日 第 5回ビジネスモデノレ検証部会

rShufoo'(シュフー)を核とした庖舗誘導メディア展開」

(凸版印刷(株) 情報コミュニケ-/ヨン事業本部

メディア事業開発部 本部長 山岸祥晃様)

「放送によるデータ配信について」

(TBSテレビ(株) メディアビジネス局デジタノレセンター

メディア開発部 大吉なぎさ様)

2011年 2月 22日 第 6回ビジネスモデノレ検証部会

「総務省放送政策課ヒアリング結果報告」

(慶慮義塾大学大学院メディアデザイン研究科新志有裕)

「新聞の配信に向けた課題」

(日本新聞協会 通信・放送メディアの将来像と法制度に関する研究

会幹事川鍋直彦様)

2011年 2月 25日 電子出版制作・流通協議会

技術委員会セミナー

AMIOフォーラム活動紹介

2011年 3月 11日 福岡ユピキタス特区実証実験

株式会社 CSK/株式会社ネクストウェーフ、

2011年 3月 17日 第 10回ケータイ国際ブ才一フム

rAMIOフォーラム」セッション

AMIOサービスについて講演

2011年 4月 4日 総会

シンポジウム「電子出版・流通の末来」

パネリスト

(株)電通雑誌局マガストア担当 照井真一様

(社)日本雑誌協会デジタノレコンテンツ推進委員会幹事

(株)扶桑社デジタノレ・ライツ事業部長兼経営企画部

梶原治樹様

(株)ビットウェイ 取締役河田洋次郎様

コーディネーター 中村伊知哉代表

※団体名・役職は、活動当時のもの
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IPDCフォーラムは、放送波に IPを乗せてデータを一斉配信する IPデータキャスト

(lPDC)の実現を目指す団体であり、 2009年 6月に発足した。代表はAl¥flOフォーラム

と同様に中村伊知哉教授であり、 KMDと一般社団法人融合研究所が共同で事務局を務

めている。また、総務省情報涜通振興課の安藤英作課長(当時)をオブ、ザーバーに迎えて

し、る。

インターネットの世界

国語圏

_OAOO血

@令61'0ー00ー@

OGO デジタル放送波

竃翠冨3・
E臨調語調
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図3.2. IPDCフォーラムサービスイメージ
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A恥宜Oフォーラムは、新聞・雑誌のコンテンツを放送インフラで一斉配信するという

具体的なコンセプトを扱うものであるが、 IPDCフォーラムはもっと特定の分野によら

ないIPDCの活用を目指す団体である。

本研究の対象は、 2011年度の活動であり、第3期に相当する。なお、 AMIOフォーラ

ムと活動内容が似通っていたため、 2011年度からは、 A恥宜Oフォーラムの内容を IPDC

フォーラムが吸収した。

IPDCフォーラムでは、会員から会員に対してテーマを提示し、議論を行う「コミュ

ニティスペース」という場が設定されており、そのコミュニティスペースを活用して、

会員とともにマルチメディア放送における課題について議論を行った。その中で、メデ

ィア規制について会員と議論を行うことができた。
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表 3.2 第 3期 IPDCフォーラム コミュニティスペース(KMD主催)

開催日時 内容

2011年 8月 1日 「法制度から見る通信・放送融合の可能性と課題」第 l回

「放送法等の一部を改正する法律について」

(総務省情報通信国際戦略局情報通信総合研究官

兼東京大学公共政策大学院客員教授 岡崎俊一様)

2011年 9月 8日 「法制度から見る通信・放送融合の可能性と課題」第2回

「メディア規制の変遷について」

(情報セキュリティ大学院大学学長 林紘一郎様)

3.2. 初期仮説の構築と検証

本研究では、マルチメディア放送の蓄積型放送での雑誌・新聞コンテンツの配信が放

送法のコンテンツ規制があるためにビジネスとしてスタートできる状況にないこ とを

課題としてとらえ、この課題を解決することを目的としている。

この現況を生み出している根本的な原因は、 コンテンツ規制が定められている点にあ

る。このため、 初期仮説を「コンテンツ規制の撤廃」 として設定し、 AMIOフォーラム、

IPDCフォーラムの活動を通じ検証を行いつつ、ブラッシュアッフ。を行っていった。

3.2.1. コンテンツ規制の撤廃

まず、本稿における課題の根本でもあるコンテンツ規制の撤廃について検討した。そ

もそも、放送に対するコンテンツ規制に関しては、 2.2.で挙げたように妥当性に疑問が

挙げられつつ未だに存在し続けている。

放送法が 1950年に制定されて以来、ラジオ放送に始まり 、地上テレビ放送、衛星放

送など多様化が進み、 1988年の放送法改正では、コンテンツ規制に関する部分で、番

組調和原則の適用をテレビ並びに NHKの中波および超短波に限定する こととし、多メ

ディア化への対応も行われている。また、この改正は、 1987年 4月の「ニューメディ

ア時代における放送に関する懇談会(放送政策懇談会)Jの報告書を踏まえたもので、報

告書には、メディアの多様化 ・融合化への対応として、「典型的な放送と電気通信とい

う二元的行政対応は改められなければならなしリ との立場から、「典型的な放送概念、と

それに対する現行の制度的対応を一方の端に、典型的な電気通信概念とそれに対する現

行の制度的対応を他方の端に観念し、その両端を結んだ線分上において、広義の放送概

念に含まれる諸メディアを配置分類し、各メ ディアの特性に応じ、高度な規律を課すべ

きメディアと緩やかな規律を課すべきメディアをきめ細かく整理するこ とが新たな行
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政課題となっているJとあり、早期からメディアの特性に応じた規樟の構築を提言して

いる。 [14]

また、この報告書以降も、メディアの特性に応じた規律の構築は議論されており、 2007

年の「通信・放送の総合的な法体系に関する研究会J 報告書[15]では、図 3.3. ~こ示すよ

うな形で具体的な分類案まで提案されている。

公鎗tt‘・t.*い6O.)
『之、~

I通信の秘密Iを

量堕

3コンテンツに閲する法体系の在り方

情報通信ネットワークを流通するョンテンツ

一=斗竺??竺と=ー
情報通信ネットワーク存用いた「表現の自由 |安保障

-E盆歯止・・・・倉・書t..企い也a

悶信Fll…側)Jl'…臥| ーメディア

・子持定の者によって受信さ

れることを目的とする電気

ー・皿企盆企箇・・ヵー・す畠色@

「メディアサービス(仮祢)J(のコンテンツ}

.現行の激送

・今後金場が期待される絞送に類比可能なコンテンツ
配信サービス

I1 通信の送信
トホームページなど)

，ーー-，_.-ーーーー・・ーーーー -
:[韮盟主且主血量量且止I率、 ; 
:現在の放送が置議かつ窃伊 i
-に.金串間不得定多数の控聴!
: 舎I~討し間穆鈎に情報発揮す i
・るメディアで"ることから有す ! 
:Q.他の情組通信メディアと比 ;
・駁しても強い総会釣影書カ ・

一一一一 一一一一一一 一一

・『違盆な情鰻』

・情帳遭.ネットワ_，土で情.告総
量虐世る金ての.tI!本来週量四Fすベ

ー・位置のu事鳴を具体的な澗
回世停オ埠い置ーで・・.

・行政.舗が直纏伺与v.r~\.での
MIl>奇但遣する縛・h壷・・.・r有書な情.J
・7-r}レ'リングの・俣の在甲方・を
alf. 

".な.・... ・カ@・aに畠づ・・・it

~ ----
【ー飯メディアサービス{仮事事〉】|【特別メディアサービス(仮軍事)]

・...として現行の肱送鍵制 |・a在の亀土テレビ歓送に"
を・狗. I する鍵"を原則.縛.

:.r緑 町t.1tt会 情..・e合 ，，'"豊司Eの釈重苦措謂として".

: +a敏像/音声ノデータといったコンテンツの唖別、oocaの精銅慶といった当陣ザー ・
ピスの品質③議案によるアクセスの容畢性.@担賂舎叡.¥!申書似無料の区S!

・市場の寡占佳ll.ti当阪市場におけるき院理的伝ボトルネッタ世の有祭ll.びその程度 ・
' 怠どが脅えられるe

!・固~{との抱tlt手‘窓1量的主運用を議除するたの‘ 可貨を伝障り外形釣に柄断可能与ものとす 
i る必要があり.具体的には今後世~智司愈貝を嶋監しつつ~I'<.

図3.3 情報通信ネ ッ トワークにおけるコンテンツの分類案

。金務省「通信・放送の総合的な法体系に関する研究会」報告書より)

しかし、実際には、 2010年の放送法改正においても、 「通信・放送の総合的な法体系

に関する研究会」報告書を受ける形でコ ンテンツ規樟の議論は行われたものの、結果的

には、メディアの特性に応じた規律の構築は、実現していない。

また、 2007年の報告を受けて、実際に法律が改正されるまでに 3年もの歳月がかか

っている上に、 コンテンツ規樟の考え方に関しては、改正が行われていない。このこと

から、いくら先述の放送法のコンテンツ規律に関する妥当性に疑わしき点があるとして

も、マルチメディア放送での新聞・雑誌コンテンツの配信の実現のために、 コンテンツ

規制を撤廃するための議論を起こし、放送法を改正することは、現実的に困難である。

マルチメディア放送開始に合わせたスケジューノレで解決すること はなおさ らであると

思われる。
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3.2.2. 例外基準の設定

放送法のコンテンツ規制の撤廃に関しては、現実的ではなく、また、実現するとして

も、早くても数年、長ければ数十年単位の時聞が必要となってしまうため、メディアの

特性に応じた規律という考え方を採用し、なんらかの形でコンテンツ規制の例外とする

案を新たな仮説として設定し検討した。

2011年 2月 10日に総務省放送政策課企画官 林弘郷氏にヒアリングを行う機会が持

てたため、 AMIOフォーラムの目指す放送波による紙メディア配信を実現するための会

員社との議論の中で出てきた案を事前にまとめた。

一つ目は、蓄積型放送自体を、例外として扱い、コンテンツ規制の対象外とする案で

ある。蓄積型放送は、配信されるデータの利用形態としては、従来型のストリーミング

放送と異なり、通信で得られるデータの取り扱いに似ている。利用者視点でみれば、通

信で得たデータも、放送で得たデータも同じであり、蓄積型放送に関しては、実用上、

通信とみなしても、変わりはない。蓄積型放送を通信と置き、そもそも放送法の範鴎外

に設定することで、コンテンツ規制の対象ではなくすことはできないか、とする案であ

る。

二つ目は、新聞・雑誌のみをコンテンツ規制から除外する案である。既に一般流通し

ており、さらに言論・報道の自由が確保されている新聞・雑誌に対して、配信経路が放

送になったために、内容に関して一定の制限を受けるのは不適当であるとし、新聞・雑

誌に関しては、コンテンツ規制を課さなくても良いのではないか、とする案である。

まず、蓄積型放送を例外として扱う案について、林企画官の見解は、「蓄積型放送は、

放送であり、通信とみなすことはできない。放送は、放送法で定義されており、通信と

も異なるものであるため、蓄積型放送は放送法のコンテンツ規制の対象になる」とのこ

とであった。

表 2.3で示した通信と放送の定義は、非常に簡単な表現となっている。そのために、

両者の区別が根本的な違いとなっており、解釈によって、片方をもう片方と同一視でき

ない現状があることがわかった。さらに、技術的な定義であるため、実際に配信される

コンテンツ、利用形態によらない点に改めて気づかされた。

また、新聞・雑誌のみをコンテンツ規制から除外する案に関しては、「特例を別途設

ければ可能」との見解であった。しかし、「法改正が必要となり、さらに、「新聞Jr雑

誌」とは何かを、法律上に表現しなければいけない。新聞と、新聞でないもの、雑誌と、

雑誌でないものの線引きが難しく、実際には難しいのではないか。」とのことだった。
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新聞・雑誌のみを例外とする案に関しては、法改正が必要となるとのことで、前節で

述べたように短期間で実現できる案ではなくなってしまった。さらに、新聞と雑誌につ

いて定義を行うことについても議論が必要となり、さらに時間を要することが予想され

る。また、~_ê_定義が決まったとしても、抜け道が生じる可能性も否定できず、また、

新聞や雑誌というものが時聞を経て形を変えてしぺ可能性もある。そのため、流動的な

対応の余地を本来残すべきだが、法律の条文となってしまうと、難しい。

このため、例外基準を設け、コンテンツ規制の課題を解決する手法は現実的ではない

との結論に至った。また、この結果を AMIOフォーラム第 6回ピシネスモデル検証部

会で発表し、会員社と情報共有を行った。

3.2.3. 制度上の抜け穴の模索

先述の通り、蓄積型放送を放送の例外と位置づけ、コンテンツ規制の対象外とする案、

および、新聞・雑誌を蓄積型放送において配信する場合のみコンテンツ規制の対象外と

する案も、総務省の見解として、法改正が必要なレベルの事案ということになり、 3.2.1

で挙げたコンテンツ規制の撤廃と同等の難度の解決策という結論となってしまった。

そこで、 AMIOフォーラムの副代表を務めるユアサノ、ラ法律特許事務所の山田卓弁護

士に、法のエキスパートとして、蓄積型放送で、新聞・雑誌コンテンツをコンテンツ規

制に抵触することなく配信する方法はないか、2011年6月10日にヒアリングを行った。

まず、その前提として、 2011年 5月 23日に AMIOフォーラムの会員である CSKと

打合せを持った際に蓄積型放送を通信とみなすような配信方法のテクニックは存在し

ないのかというアイデアが出た。まず、この案について、検討していただし、た。

山田弁護士によれば、放送と通信を分ける大きなポイントは、リクエストの有無とい

うことであり、情報を配信するにあたり、リクエストが必要であれば通信、リクエスト

が不要であれば、放送とみなすことになる、と言うことであった。また、同時に、放送

と通信の区別は、完全に技術的な要件のみで設定されており、かつ、シンプルで、あるた

め、蓄積型放送を通信とみなし、コンテンツ規制の対象とならない配信サービスと位置

づけることは難しい、とのことだった。

また山田弁護士は、新サービスが適法か違法かを官公庁に問い合わせ判断を仰ぐノー

アクションレター制度で問い合わせてみる方法もあると提示いただいたが、もし、違法

との判断が出てしまうと完全に行き詰ってしまうため、積極的には進められないとの意

見を頂いた。
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そこで、蓄積型放送は放送と割り切りサービス提供について検討を進めるのが良いと

助言をいただし、た。さらに、コンテンツ規制には、罰則がないため、規制を考慮せず、

新聞・雑誌の放送による配信サービスを提供し、実績を積み上げつつ、国や総務省に対

して問題提起を続けていくのが現実路線ではなし、かとも助言いただいた。

そもそもの課題が、マルチメディア放送事業者、コンテンツ製作者(新聞社・雑誌出

版社など)の両方がコンテンツ規制の対象かどうか判断できないがゆえにコンテンツを

配信できないということであるため、山田弁護士に提案いただいた規制を考慮せずにサ

ービスを開始するという案は現実的ではない。しかし、国や総務省に対して問題提起を

行うことは、 AMIOフォーラムの活動として並行して行っていたため、次節にその結果を

記す。

3.2.4. 制度変更の要望

総務省は、 2011年3月 5日から 4月 4日までの聞にかけて V-Highマルチメディア放

送の委託放送業務の認定及び無線局免許に係る制度整備案に対する意見に対する考え

方に対する意見募集を行った。 [16]

それに対し、蓄積型放送にコンテンツ規制を課すべきでないとするのが AMIOフォ

ーラムの基本姿勢であるため、会員間での意見を集約し、下記の内容で、意見募集に応

募した。

V-Highマルチメディア放送については、リアルタイム型放送に加え、蓄積型放

送もあります。従来型の動画配信だけでなく、電子新聞・出版コンテンツの配信

など、新たな活用法が期待されています。

しかし、今回の審査基準によると、インターネットで同様のコンテンツを配信

する場合と異なり、番組準則や番組基準の策定、放送番組審議機関の設置とし、っ

た番組規律が適用されることになります。

番組規律は委言日女送事業者だけでなく、委託放送事業者に対してコンテンツを

提供する事業者にも、間接的に影響が及ぶことが考えられます。

このまま規律が適用された場合、新たな分野からのコンテンツ提供を促し、マ

ルチメディア放送の普及・発展を目指す上で、阻害要因になりかねません。

マルチメディア放送においては、自主的なガイドラインの策定に委ねるなどし

て、極力これらの規律が適用されない形の措置を講ずることで、多様なコンテン

ツが流通するための環境を整えるべきだと考えます。
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これに対し、 2011年 7月 13日に応募された意見に対する総務省の考え方が発表され

た。 [17]

AMIOフォーラムの応募意見に対する総務省の考え方は以下の通りである。

V-Highマルチメディア放送は、国民視聴者の多大な協力を得て地上テレビジ

ョン放送のデ、ジタル化によって利用可能となる周波数を利用して、広く国民に普

及した携帯電話等の携帯端末を受信設備として想定している「放送」メディアと

して位置づけられていることから、放送法上の規律がかかるものです。

ただ、放送法においては、放送事業者が自ら策定した番組基準に従って適切な

番組を放送すること(第3条の 3)や、自ら放送番組審議機関を設置すること(第

3条の 4)等の、「自主自律」を基本とする規律となっており、放送事業者には

放送番組編集の自由が保障されています(第 3条)。

総務省の考えを読み解くと、現行の放送法のコンテンツ規制の枠の中で、放送事業者

が解決すべきというスタンスを変えるには至らなかったということである。

今後も、継続してこのような形で、国や総務省に対して意見を発表していくべきだが、

単純に法律や制度を変えるための動きは、パブリックコメントの募集もそうそう頻繁に

行われるわけではないため、数年単位の活動が必要になることは必至で、ある。

3.2.5. 第三者機関の設立

これまで見たとおり、法律の改定・施行規則の制定による解決は、時間的制約もあり、

現実的ではない。そこで、ハードロー的手法ではなく、ソフトロー的な手法での解決方

法について検討する。

まず、ソフトローとハードローの定義について整理する。まず、ハードローは国家が

形成し国家がエンフォースする規範のことである。本研究の場合、放送法はハードロー

である。ソフトローは、「裁判所その他の国の権力によってエンフォースメントされな

いような規範で、あって、私人(自然人および法人)や国の行動に影響を及ぼしているもの」

と定義されている。 [18]

さらに形成主体とエンフォースメント主体によってハードローを含めた形で下記表

3.3のように分類できる。
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表 3.3 ソフトローの分類[19]

¥万勿食て:¥ス¥メント¥ 
国家が 国家が

エンブ才一スしない エンブ才一スする

国家以外が 社会規範、企業倫理、
会計基準、商慣習法等

形成する CSR等

国家が 労働法上の

形成する 努力義務規定等
ハードロー

これまでの仮説の検証では、ハードローは、本稿での目的には合致しないことが既に

示されている。

課題に立ち返った上で、コンテンツ規制を受け入れるならば、コンテンツ事業者、マ

ルチメディア放送事業者のいずれかが放送として配信しても良いコンテンツ、配信する

べきではないコンテンツという判断を行い、その判断に誰が責任を負うべきかという問

題である。

ソフトロ一手法の中でも、本研究では、第三者機関による手法の適用可能性について

検討する。

第三者機関による手法は、責任と権限を持つ主体を新たに設置し、その主体が、コン

テンツ規制を踏まえた上で、規制を設定し、配信の可否を判断する案である。コンテン

ツ事業者、放送事業者の双方から、コンテンツ規制に抵触するかどうかの判断を任せら

れるため、今回の課題状況に適している。コンテンツ事業者、放送事業者だけでなく、

利用者にきちんとメリットがあるような制度設計をどのように行うか、公平性をどのよ

うに確保するかが重要な点である。

また、合わせて共同規制という考え方も取り入れる。共同規制とは、「企業や業界団

体が行う自主規制に対し、政府が一定の介入・補強を行うことによって、公私が共同で

問題を抑止・解決してしぺ政策手法J[20]である。放送法のコンテンツ規制と第三者機

関による規制との共同規制となるため、実効性の検証に関しては、共同規制の観点、から

も議論する。

まず、参考とする第三者機関の事例について記す。現時点において、コンテンツに関

する第三者機関は映画を審査する映画倫理委員会(映倫)や、ゲームを審査する特定非営

利活動法人コンビュータエンターテインメントレーティング機構(CERO)など多数存在

する。今回、蓄積型放送に関する第三者機関の設計をするにあたり、モパイルコンテン
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ツを審査している一般社団法人モパイルコンテンツ審査・運用監視機構(EMA)と放送の

苦情等に対応する放送倫理・番組向上機構(BPO)を参考とした。

く一般社団法人モパイルコンテンツ審査・運用監視機構>

一般社団法人モパイルコンテンツ審査・運用監視機構(EMA)は、「モパイルコンテン

ツの健全な発展と、青少年の発達段階に応じた主体性を確保しつつ違法・有害情報から

保護することを目的として 2008年 4月に発足した第三者機関」であり、主な活動とし

て、

1 .青少年の利用に配慮したモパイルサイトの審査、認定及び運用監視業務

2. 青少年保護と健全育成を目的としたフィルタリングの改善

3. ICT (情報通信技術)リテラシーの啓発・教育活動。

が挙げられている。 [21]

2007年に、総務省から携帯電話事業者各社に対し、フィルタリングの強化要請が行

われ[22]、結果として、青少年の自己表現ツール、親子聞や友人聞のコミュニケーショ

ンツールとして有用であり、社会的に意義のあると考えられる健全なサイトまでもが、

一律にフィルタリングの対象となることとなった。その結果、フィルタリングサービス

の普及促進の妨げになることを危慎し、青少年を違法・有害情報から保護しつつ、健全

なモパイルコンテンツの発展を促進するために EMAは4回の設立準備会を経て、設立

された。第一回設立制荷会が 2007年 12月であり、およそ一か月おきのペースで設立準

備会は開催され、約 4か月聞の検討を経ての設立である。 [23]

具体的な活動内容としては、下記の 3つが挙げられている。

1 .青少年の利用に配慮、したモパイルサイトの審査、認定及び運用監視業務

EMAでは「コミュニティサイト運用管理体制認定制度」を設け、健全なモパイ

ルコミュニティサイトとして運用管理体制を整備しているか、審査、認定及び運用

監視を行っています。

2.青少年保護と健全育成を目的としたフィルタリングの改善

第三者機関として中立かっ公正な立場で「特定分類アクセス制限方式(1，、わゆる

「ブラックリスト方式J) Jの対象カテゴリーについて検討を重ね、意見書としてま

とめたものを携帯電話事業者及びフィルタリング会社に提出しました (2008年 9

月 4日)。今後も継続的に青少年保護のためのフィルタリングサービス改善検討を

進めます。

3. ICT (情報通信技術)リテラシーの啓発・教育活動

EMAでは青少年のみならず、保護者、教育者、地域の人々に対しても実践でき

る啓発・教育フ。ログラムの開発、情報の収集・提供等、支援を行っています。その

第一弾は携帯電話でインターネットを利用するうえで青少年や保護者に理解して
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ほしいルールやマナー、相談窓口等をまとめ「ケータイ・インターネットの歩き方

(EMA携帯サイトコンテンツ)Jです。今後も rEMA啓発・教育フ。ログラムアク

ションプラン」に沿って活動を続けていきます。

(EMAホームページ EMAの主な活動は?より [24])

EMAは、表 3.3のソフトローの分類に従うと、国家以外により形成され、国家以外

がエンフォースするタイプの第三者機関であるが、設立に際し、総務省とも連携を取り

つつ、進められたため、共同規制と位置づけることもできる。

本研究での課題と問題の構造が似ているため、 EMAの構造を参考にする。未成年者

へのフィルタリングサービスが総務省の要請により事実上通信事業者に義務付けられ

たため、コミュニティサイトに属するようなサービスカテゴリーのサイトは、利用者の

中心である未成年者にフィルタリングサービスの適用によりサービスが提供できなく

なることになった。そこで、 EMAが設置され、フィルタリングサービスの対象外とす

るかどうかの判断をするための基準を作成し、その基準をクリアした場合には、未成年

者へのサービス提供が可能となるとしづ枠組みである。これは、一定の基準を課されて

いる状況で、誰かがその基準を満たすかどうか判断を行わなければ、サービスの提供が

行えないという類型では、構造が似ていると言える。

表 3.4. EMAと本提案との比較

EMAのケース 蓄積型放送のケース

課題 未成年者へのフィノレタリ 放送法のコンテンツ規

ングサービスの提供の義 制により、新聞・雑誌の

務化により、コンテンツ事 ようなコンテンツを放

業者が特定のカテゴリー 送してよし、かどうかプ

のコンテンツサービスを ラットフォーム事業者

未成年に提供できなくな もコンテンツ事業者も

る。 判断できないため蓄積

型放送で配信できない。

コンテンツ基準 カテコリーで判断 特定の分野

詳細な判断基準 暖昧な判断基準

民間による基準 政府による基準

プラットフォーム 携帯電話事業者 マノレチメディア放送事

事業者 業者

コンテンツ提供 携帯電話向けコンテンツ 新聞社、雑誌出版社など

事業者 サービス事業者

対応策 EMA(第三者機関)を設立 (第三者機関)を設立し、
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し、フィノレタリングサーピ 放送法のコンテンツ規

スの例外として未成年者 制に抵触していなし、か

へのサービス提供を許可 の判断を行うことで、放

して良いかの判断を行う。 送での配信可否の判断

を行う。

そして、構造が似ている一方、第三者機関の主な役割は、 EMAがフィルタリングサ

ービスの対象外としてもよい、としづ例外判断であることに対し、本提案での第三者機

関の役割が、放送法のコンテンツ規制に抵触していなし、かどうか、という適法判断であ

る点は、異なると言える。

く放送倫理・番組向上機構>

放送倫理・番組向上機構(BPO)は、 2003年に放送番組向上協議会と放送と人権等権利

に関する委員会機構(BRO)を統合し、日本民開放送連盟(民放連)および日本放送協会

(NHK)によって設置された任意団体である。 BPOの目的として「放送事業の公共性と社

会的影響の重大性を踏まえて、正確な放送と放送倫理の高揚に寄与することを目的とし

た非営利・非政府の団体」と掲げられている。 [25]

放送倫理検証委員会、放送と人権等権利に関する委員会、放送と青少年に関する委員

会が設置され、 BPOの構成員である各放送局は、 BPOの委員会から放送倫理上の問題

が指摘された場合、具体的な改善策を含めた取組状況を一定期間内に委員会に報告し、

BPOはその報告等を公表することになっている。

BPOも、 EMAと同様にソフトローの分類では、「国家以外により形成され、国家以

外がエンフォースする」タイプの第三者機関である。設立経棒は、旧郵政省に設置され

た「多チャンネル時代における視聴者と放送に関する懇談会」が、 1996年 12月に出し

た報告書の中で、「視聴者の苦情に対応するための第三者機関を設けるべき」との意見

が盛り込まれたことを受け、 NHKと民放連が 1997年 5月に前身となる「放送と人権等

権利に関する委員会機構J(BRO)を設置したことに由来するが、組織自体に政府は関与

しておらず、業界内の第三者機関の位置付けである。

BPOは、放送業界の第三者機関であるが、 BPOの具体的な活動は、先述の通り、「放

送番組向上のための審議と虚偽放送についての検証Jr放送による人権侵害を救済する」

「青少年が視聴する番組の向上に向けた意見交換や調査研究を行うJ[26]である。今回

提案する第三者機関は、蓄積型放送向けのコンテンツが、放送法のコンテンツ規制に該

当しなし、か事前にチェックし、問題が起きた場合に対処するための機関であるため、位

置づけが異なる。また、 BPOは、放送局に対して、問題を指摘し、改善案の提出を求

めるが、蓄積型放送の場合は、コンテンツ製作者に対して、改善を求める形になるため、

チェックをする対象が異なる。
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一方で、蓄積型放送に対しても、先述の 3つの活動は必要であるため、 BPOと本提

案における第三者機関とは、棲み分けをして併存していくことが望ましいと考える。

これらの EMA、BPOの事例を踏まえつつ、 4章において、具体的な第三者機関の内

容について提案する。
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第 4章

第三者機関による解決方法

本章では、前章での検討で進めたソフトローによる解決方法の中で、最もふさわしい

と考えられる第三者機関方式について記述する。 EMA、BPOを参考とした具体的な第

三者機関の詳細について記述する

4.1 本提案における第三者機関案

マルチメディア放送の蓄積型コンテンツをチェックする第三者機関を設立する。本稿

では、マルチメディア放送コンテンツ評価機関(Multimediabroadcasting cont四 U

Evaluation Organization : MEO)と仮称することとする。

4.1.1. 位置付け

MEOは、コンテンツ事業者と、放送事業者との聞に位置し、大きく二つの役割を持

つ。 1つは、蓄積型放送で配信するコンテンツが放送法でのコンテンツ規制に抵触しな

いための基準作成および、定期的な基準の見直しを行う役割である。そして、作成され

た基準に従って、各コンテンツ製作者(新聞社、雑誌出版社)のコンテンツ製作体制が基

準を満たしているかのチェックを行い、また、もし、コンテンツ規制に抵触するコンテ

ンツが配信された際にコンテンツ製作者に対する是正要求を行う役割である。
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MEO 

定期的な

!ltき!rちチェッヲ
{全数碕認が現実
的でないため}

書コンテンツが
コンテンツ規律
に!!触しない
ことを保証

放送での /~ / 

コンテンツ配信 ，__/ 

図4.1. MEOとコンテンツ製作者・マルヂメヂイア紋送事業者の関係

第三者機関が、マルチメディア放送で配信されるコンテンツに対してコンテンツ規制

に該当しないことを保証する形をとり、コンテンツ製作者、マルデメディア放送事業者

の事業リスクを最小化する。

4.1.2. .降JI.

MEOは会員制をとり、マルチメディア放送事業者、コンテンツ製作者側聞社、雑誌

出版社など)を会員として想定している。

全体の意思決定機関として、理事会を設置する。理事会は、会員および、公平を期す

ため、消費者団体代表、学諸経験者によって構成きれる形式をとる。理事会は、 MEO

の活動の決定および、予算管理についての権限を持つ。

基準策定都会、審査部会を設ける。いずれも会員に利害関係のないメンバーで構成さ

れる。

基準策定都会は、放送法のコンテンツ規制に抵触しないための基準策定を行う内部機

関である。また、基準の見iaしも担当する。

審査部会は、基準策定都会の策定した基準にi走、¥各コンテンツの製作体制のチェッ

クを行う機関である。また、もし、コンテンツ規事1)に抵触する、または抵触するおそれ
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のあるコンテンツが放送で配信された場合は、コンテンツ製作者に対して、是正を求め、

是正されない場合は、認定を取り消すなどの対応も行う権限を有する。

基準策定部会、審査部会を監査する監査委員会を設置する。監査委員会のメンバーは、

会員に利害関係のないメンバーで構成される。

日常業務を担当する事務局を必要に応じて設ける。また、権限を持たないオブザー

ノミーを設置し、総務省の担当部署が担当することで、総務省の見解を聞き取りやすい形

にしておくことは MEOに実効性を高めるために有用であると思われる。

-活動内寄、夫定
.予算管理

4.1ふ運嘗

も|監査委員会 d 
-基準策窟陰の活動の監査
.審査部釘コ活動の監査

図4.2. 1AEO組織構成

基準策定部会の基準策定に関しては、放送法のコンテンツ規制を踏まえた上で、具体

的な基準を策定する。策定した基準に関しては、定期的に見直し、改訂を行う。また、

改訂を行う際は、会員や一般利用者からの意見を募集し、独善的な基準とならないよう

配慮する。

審査部会の審査は、コンテンツ事業者の体制チェックが主な活動となる。理想的には、

いわゆる全数チェックが望ましいが、毎日配信されるであろう新聞を考慮すると、現実

的ではない。そのため、各コンテンツの製作体制および、倫理基準等を調査し、認定を

与える方針をとることが現実的であると思われる。認定単位は、コンテンツ製作者ごと
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ではなく、コンテンツごととする。これは、同ーのコンテンツ製作者でも性格の異なる

コンテンツを扱っているケースが多々あるためである。また、製作体制も定期的に変更

されることが予想されるため、一定期間ごとの認定の見直しは必須で、あろう。また、審

査部会では、配信コンテンツの抜き打ちチェックと、一般利用者からの意見受付を行い、

日常的な監視も行う。もし、認定に問題のあるようなコンテンツが配信された場合は、

是正要求をコンテンツ事業者に対して行い、是正が確認されれば、認定は継続され、是

正が行われない場合は、認定取り消しを行うなどの対処を行う。認定が取り消しになれ

ば、当然のことながら、放送による配信は行われない。

監査委員会は、基準策定部会、審査部会の活動が公正に行われているかの監査を行い、

リポートを外部に開示することで、基準や、審査の信頼を高め、内部腐敗を防ぐ。

4.1.4. 設立フロー

実際の設立のフローについても検討する。

まずは、設立の中心となる関係者を中心とした準荷委員会の設立が必要で、ある。設立

準備委員会のメンパーは、 EMAの設立時を参考にすると、マルチメディア放送事業者、

蓄積型放送での配信に積極的なコンテンツ製作者数者、学識経験者となることが妥当で

ある。

次の段階として、機関設計を行う。機関設計に関しては、これまでに述べてきた通り

だが、さらに代表や、理事会・各部会のメンバーの候補者選定、打診を進め、具体的な

メンバーの確定を行う必要がある。

代表等の組織としての具体的な体制が固まった段階で、会員募集を行い、 MEOの設立

となる。準備委員会の設立から MEO の設立までは、およそ 3~4 か月を見込むことが、

代表等の人選・交渉や、会員企業の社内決裁に必要な時聞を踏まえた上で、現実的だと

思われる。
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第 5章

評価・考察

本提案の第三者機関について、評価を行い。実現可能性、実効力について考察する。

評価に関しては、実際にマルチメディア放送に関わる方から本提案への評価をしていた

だし、た。

また、第三者機関が実際に設立されることで、社会に及ぼす影響について検討する。

なお、各評価意見は、事業に携わる方個人の評価であり、所属する組J織の評価ではな

。、
V
し

5.1. 事業者による評価

5.1.1. マルチメディア放送事業者による評価

株式会社エフエム東京

マルチメディア放送事業本部副本部長

仁平成彦氏(V-Lowマルチメディア放送分野担当)による評価

そもそもの問題は、マルチメディア放送の蓄積型放送によって、既に出来上がって、

他の流通経路でも流れている新聞や雑誌を配信するということは、放送局が土管にな

ってしまうがゆえに、放送局がコンテンツの内容に関して、配信して良L、か悪L、かの

判断を行うことが難しい点にある。その点からすると、事前規制の形をとることは、

やむを得ないが、事前規制を厳しくすることはあまり望ましくない。事前規制が厳し

くなってしまうと、蓄積型放送の基準に合わせてコンテンツを製作してしまうような

規制の逆流が起きかねない。それでは、コンテンツ製作者側の言論・報道の自由がこ

の提案の第三者機関によって規制されてしまう事態になりかねない。その点を考える

と、事前規制は極力厳しくない形をとり、事後の規制を強め、何か問題になるコンテ

ンツが配信された時にきちんと対処できるような基準を策定することが望ましいと

思う。

マルチメディア放送事業者とコンテンツ製作者のどちらが判断をするのが良いか、

どちらも判断できない、というにらみ合いの状況なので、第三者機関の大まかな設計

は良いと思う。事前規制と事後規制の厳しさの設定に関しては、改善の余地があると
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思われる。

く要点>

・実現可能性に関して

第三者機関の大まかな設計は良い

.その他

事前規制と事後規制の厳しさの設定に関しては改善の余地がある

5.1.2. 新聞コンテンツ製作者による評価

一般社団法人共同通信社

放送報道局

細田 昌夫氏による評価

蓄積型放送に事業として関わる企業群が、放送法に抵触しないコンテンツのガイド

ラインを出すために、団体をつくるという BPO的な自主団体の可能性はあると思う。

総務省を巻き込んだりしながら設立に動くということは、将来的にありえないことで

はない。

共同通信は、放送向けにニュースを製作しており、制作したものがそのまま読まれ

ているニュース原稿もある。例外はあるものの、一般的に抵触しない範囲内で、行って

いるため、共同通信のコンテンツに限れば、あえて、第三者機関に判断してもらう必

要はない。また、報道系のコンテンツに関してもチェック体制は不要ではないか。し

かし、スポーツ新聞のようなものや、娯楽系のコンテンツに関しては、配慮する必要

があるかもしれない。また、ガイドラインを設定するにしても、事業者から自主的に

出てくる形が望ましいと思われる。

組織を作ってしまうことに関しては、天下りの可能性を排除したり、組織の維持コ

ストが利用者の負担になりにくい形にする必要もある。

く要点>

・実現可能性に関して

BPO的な自主団体の可能性はあると思う

天下りを排除する仕組みの必要性

・実効力・インセンティブに関して

ガイドラインの設定は事業者から自主的に出てくる形が望ましい

報道系のコンテンツに関してチェックは不要ではなし、か
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-その他

組織の維持コストが利用者負担になりにくい仕組みの必要性

5.1.3. 既存放送事業者による評価

株式会社テレビ神奈川

コンテンツ局専任局長

鈴木邦彦氏による評価

第三者機関があることは構わないのではないか。手聞がかかることが少ないほうを

好むため、組織としての機能が働くかに関しては不安がある。

既存放送局は、自主規制がしっかりしているため、マルチメディア放送も放送局が

自主規制を設定し、各局にある程度ゆだねる形にするほうがよいのではないか。ただ、

各局によって基準にばらつきがあるのも確かである。

どのような基準を設定するかが特に大事だと思われる。

く要点>

・実現可能性に関して

第三者機関があることは構わないのではなし、か

.実効力・インセンティブに関して

手聞がかかることによって機能が働かない可能性がある

基準をどう設定するか

5.1.4. 政策関係者による評価

総務省

大臣官房企画課長

谷脇康彦氏による評価

審査を受けたコンテンツに問題ありと判断された場合、誰の責任となるのかを事前に

はっきりさせておく必要があるのではないか。

MEOがコンテンツ規律に抵触しないことを保証するとして、放送番組規律の内容十

民放連ガイドライン的なもの越える基準作りは難しいのではないか。
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く要点>

・実効力・インセンティブに関して

放送番組規律の内容十民放連ガイドラインを越える基準作りは

難しいのではなし、か

・その他

審査を受けたコンテンツが問題ありと判断された場合は誰の責任となるのか

はっきりさせておく必要がある

5.2. 考察

以上の評価を踏まえ、実現可能性、実効力・インセンティブという観点から考察を行

った。また、社会に及ぼす影響についても検討した。

5.2.1. 実現可能性

本提案の実現可能性に関して、評価をいただいた事業者からは、組織の必要性に関し

て、それぞれの立場を反映した意見をいただし、た。そのなかでも、完全に不要という意

見はなかった。コンテンツを判断する機関が増える話に関して、マルチメディア放送事

業者以外が積極的に賛成の立場をとることはないのは当然と言える。しかし、中心とな

る事業者がし、れば、関係各社は受け入れるということであり、実現可能性は高いと言え

る。中心となるべき事業者は、そもそもの課題のステークホルダーである、マルチメデ

ィア放送事業者であろう。最終的な実現可能性は、マルチメディア放送事業者がコンテ

ンツ製作者、管轄官庁である総務省をし、かに巻き込めるかにかかっている。

まず、設立に際して、利害の中心となるのは、既にサービス開始時期が見えており、

また、本稿執筆時点、で唯一の委託放送事業者である、 rnrnbiである。 rnrnbiは、他の映

像放送サービスとの差別化を図る必要があり、ホームペーシにおいても蓄積型放送をサ

ービスの 2本柱のーっとして取り上げている[27]0 そのため、本研究における課題を乗

り越え、サービスを提供することに十分利がある。特に、具体的なサービス開発を担う

部署の方が MEOの設立準備に関わることが望ましい。

そして、コンテンツ製作者も利害の中心付近にいる関係者である。個別のコンテンツ

製作者は、無数存在するものの、意見を集約する団体として、新聞協会、雑誌協会が既

に存在するため、個別のコンテンツ製作者が設立準備に関わるよりも、代表する形で 2

団体を巻き込むことが望ましい。しかし、新聞協会のような報道系コンテンツ製作者は、

コンテンツ規制に対して慎重な姿勢を取っている。そのため、設立段階で関わることは

39 



難しい可能性がある。一方、雑誌協会は、雑誌の電子化に対して、雑誌コンテンツデジ

タル推進コンソーシアムを形成するなど積極的な姿勢があるため、比較的関わることは

難しくないと思われる。そして、その上で、設立および設立後に関わるかどうかを判断

するポイントは、より多くの人にコンテンツを届けることができ、それによって、コン

テンツ製作者が売上を拡大させることができるかである。その点において、 EMAのよ

うに既に一定の市場規模があるビジネス5に、新たに規制がかけられることになったの

ではないため故の難しさは否定できない。しかし、 rnrnbiは、 2016年には 5000万台の

利用可能端末の普及を計画しており、ビジネスプラットフォームとして魅力な数字であ

る[29]0rnrnbiのコンテンツ拡充を目指すためにも、rnrnbiが積極的に展開計画を提示し、

巻き込んでいくことがコンテンツ製作者を設立に関わらせるためには、効果的だと思わ

れる。

また、放送事業の監督官庁である総務省に、設立時に関わりを持たせることができれ

ば望ましく、また実効性も高まると思われる。

つまり、本提案における実現可能性は、 rnrnbiは、蓄積型放送への意欲が高く、また、

rnrnbiの事業計画は大きいため、コンテンツ事業者にとって魅力的であり、巻き込める

可能性も高い。そのため、実現可能性は高いと言えるだろう。

5.2.2. 実効力・インセンティブ

そもそもマルチメディア放送事業者が V-Highマルチメディア放送事業において 1社

(今後増えるとしても 8社未満)、 V-Lowマルチメディア放送事業において 1地域あたり

数社程度と少数であるため、設立に際し中心的役割を果たすべきマルチメディア放送事

業者が MEOと連携し、「ゲートキーパーJ[30]としての役割を果たし、コンテンツ事業

者に対しては有効に働き、コンテンツ事業者が収益を上げるためのインセンティブにつ

ながる。

さらに、その実効力を高めるためには、いただいた評価で多く指摘のあった審査基準

の妥当性が必要となる。いわゆる学識経験者、一般消費者代表の意見が反映されたコン

テンツ製作社が納得して参加できる基準決定・更新フ。ロセスが必要になる。

万が一、問題が生じた場合に備え、マルチメディア放送での情報流通を促進するため

に、監督官庁である総務省からコンテンツ規律の運用体制について、放送法に適さない

コンテンツが配信されないような事前チェック体制であること、抜き打ちチェックによ

る審査体制を整えていることなどの理解を得ておくことが重要である。

5 2010年モパイノレコンテンツ市場規模 6ラ465億円[29]
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5.2.3. 社会に及ぽす影響

本提案による第三者機関が実現した場合、低廉で一斉同報可能な新聞・雑誌の配信が

可能になる。通信による配信と異なり、転車奏が発生しないため、例えば、朝の通勤時間

帯のような新聞・雑誌コンテンツに対する需要がパースト的に高まるような時間帯にお

いてもダウンロードが遅くなるようなことなく、新聞・雑誌コンテンツを利用すること

ができる。

また、放送として配信するコンテンツの容量だけ、通信容量を節約することができ、

上記の例で言えば、新聞・雑誌コンテンツのダウンロードが占めていた通信容量がすべ

て他のコンテンツの利用に回すことができるため、新聞データが不要なユーザーも、通

信の利用が快適になる可能性もある。

その他、家庭内に設置するようなマルチメディア放送対応デバイスを想定すると、通

信環境のない状況においても、プッシュ型で定期的に情報が更新されるため、アクティ

ブな情報摂取が可能になる。

5.3. 考察を踏まえた MEO修正案

これまでの評価・考察を踏まえた上で、より実務的と思われる MEOの修正案に関し

て、修正点をまとめる。

まず、設立方法に関しては、独立した団体として設立することを想定していたが、既

存団体の下部組織、あるいは内部機関としてスタートするほうが、評価で指摘をいただ

いた自律的な組織の立ち上がりや、最終的に利用者負担となる運営コストの面から考え

ると、適していると考えられる。ただし、その場合も、設立に関して中心的な役割を果

たす事業者は、マルチメディア放送事業者であり、また、設立スキームに関しても、大

幅な変更は必要ないと思われる。

また、指摘を頂いた事前規制と事後規制のバランスに関してだが、コンテンツの多様

性を確保すべきという視点から考えると、長期的な方向性としては、事前の製作体制の

基準は、放送法を満たす範囲でできる限り緩く設定し、配信されるコンテンツのチェッ

ク体制を厳しくすることが望ましい。当初案では、事前・事後のチェック体制のバラン

スは固定であり、事後チェックは抜き取り方式であった。この体制は、規模が小さく配

信後チェックのためにリソースを割けない状況ではやむを得ない。また、事前の製作体

制を判断するための基準も、当初は慎重な設定となることが予想されるため、設立タイ

ミングでの事前・事後の理想的な体制の実現は難しいが、流動的に MEOのチェック体

制をシフトさせていくという方向に修正したい。

その他、報道系コンテンツと娯楽系コンテンツを同列に扱うことに関する疑問点に関
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しては、世の中に存在するコンテンツは、報道系と娯楽系に二分できるものばかりでは

ないため、当初は、同列に扱わざるを得ないと思われる。しかし、長期的には、コンテ

ンツの分野に応じた基準が策定され、より柔軟な配信が可能になることが望ましい。こ

の点に関しては、一朝一夕で方針が出せる課題ではないため、今後の課題としていきた

。、
V
し
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第 6章

ま と め

これまでの議論を踏まえ、コンテンツ規制のあるべき姿、マルチメディア放送および

放送と通信の融合の今後について触れ、本稿のまとめとする。

6.1 コンテンツ規制のあるべき姿

本稿で取り上げた、放送法のコンテンツ規制に関しては、マルチメディア放送のよう

な新しい放送サービスが登場する際にサービス展開上の課題となりうる場合があるた

め、できるだけ柔軟な運用が可能な形が望ましいと考える。対応策のーっとして、本提

案では蓄積型放送に限ったが、第三者機関の設立による、判断基準の民間サイドでの策

定という手法が考えられる。これを推し進め、放送法でのコンテンツ規制に関しては、

法律上の記述をほぼなくし、基準に関しては、民聞の業界団体などに運用を委ねるとい

う形であれば、新規ビジネスにも対応が行いやすいのではないだろうか。

また、放送と対比させる形で取り上げた通信に関しては、基本的に内容に関して規制

がかかっておらず、いわゆる違法・有害コンテンツ含め自由な状況にある。後述するが、

放送と通信は、情報流通路として今後さらに融合が進んでいくと思われる。その際に、

放送は規制が厳しい一方で、通信は規制がない、という状況は、望ましくない。通信に

関しても、有害・違法コンテンツに関して、民間ベースで規制手法の検討を進め、放送

と通信の規制が統一基準として運用されるようなコンテンツ規制があるべき姿ではな

いかと考える

6.2 マルチメディア放送の今後と放送と通信の融合

2012年4月の V-Highマルチメディア放送、 NOTTV(ノッティーヴィー)のスタートが

目前に控えている。利用料金や、サービスの概要など徐々に明らかにされたり、放送局

の免許が交付されたりとサービス提供に向けて着実に準備が進められている。しかし、

33セグメント設定され枠のうち、 1事業者 13セグメントしか提供放送委託事業者がい

ない状況は新サービスのローンチとしては、新サービスならではの不透明感が原因であ

ることが予想されるものの、寂しいものがある。また、現状だと、本研究でとりあげた

放送法のコンテンツ規制が課題となり、新聞や雑誌の蓄積型放送による配信サービスは、

サービス開始タイミングには提供されない可能性も低くない。個人的には、マルチメデ
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ィア放送の最大の特徴は、蓄積型放送だと思っており、そこで差別化ができなければ、

ワンセグのような旧来からの放送サービスや、 BeeTV、ひかり TVもばいる6のような新

規提供開始が相次ぐ通信での映像サービスに対し、ユーザーに分かりやすく違いが打ち

出すことができない。

一方の V-Lowマルチメディア放送に関しては、実験段階を抜け出せていない現状が

ある。地域情報メディアとしての期待が高く、音声・映像以外のコンテンツを流せる点

は、可能性のあるサービスであるのは間違いない。また、災害時の情報配信メディアと

しての期待が、 2011年の東日本大震災を機に高まっているのも事実であり、放送で読

み上げていたような被害者のリストや、避難所情報を文字の形で受動的に受け取ること

もサービス設計上可能になる。実際のサービス提供までは時聞がかかることは容易に想

像がつくが、平時においても非常時においても、利用価値の高いサービスとして、潤荷

が進んでいくことに期待したい。

そして、マルチメディア放送金体に言えることだが、放送サービスの常として、専用

受信端末の普及のハードルが非常に高い点が挙げられるだろう。過去の新しい放送サー

ビスを例に出せば、衛星放送などは、受信機の価格が高価(数万円~)ということもあり、

複数の衛星放送事業者が撤退した事例もある一方で、ワンセグの場合、携帯電話にワン

セグ機能が内蔵されることにより、広く普及し、また、普及することにより、量産効果

で部品が安くなり、専用受信端末も安くなるという良い循環が生まれた事例もある o

V-Highマルチメディア放送に関しては、事業者の主要株主がエヌ・ティ・ティ・ドコ

モということもあって、携帯電話に機能が搭載されることは確定[31]している。また、

既に触れたが、 5000万台の普及計画を、ワンセグの事例のように良い形で進めること

ができるかどうかが、普及のカギを握るのは間違いない。 V-Lowマルチメディア放送も

含め、マルチメディア放送のサービスが長期的に活用される状況になるような施策を、

事業者・政府に対して期待したい。

そして、 2.2において、放送法の改正に伴い、放送と通信の融合が進んでいるとした。

しかし、 1987年の放送政策懇談会報告書において触れられた「典型的な放送と電気通

信という二元的行政対応は改められなければならなしりとしづ考えは未だ政策や法律に

反映されているとは言えない。同様に、本研究で触れたように、放送と通信がインフラ、

プラットフォーム、コンテンツ、すべてのレイヤーで融合することは、程遠いと言わざ

るを得ない状況である。 EUのように、通信と放送を技術的な区別ではなく、リニア放

送サービスのみを放送と定義しているケース [32]もあり、今後の、放送法のさらなる

改正、さらには情報通信法への一本化が進むことによる政策面での進捗に期待したい。

急速に普及しているスマートフォンや、少しずつ盛り上がりを見せているスマートテレ

ビのようなスマートデパイスの進展といったコンテンツサービスの世界的な大きなう

ねりは、通信や放送といった言葉の定義など気にすることなく、ユーザーを巻き込んで

6 rひかり TVJ のスマートフォン向け動画配信アプリ
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いる。言葉の定義や、制度に拘り過ぎてしまったがゆえに、大きな波に乗ることができ

ず、逆に飲み込まれてしまうといった状況は避けなければならない。

とは、言うものの、出来上がっている制度を急に変えることが難しいのも本研究で痛

いほど身に染みている。本研究がきっかけとなり、さまざまな形でのコンテンツ流通が

活発となり、まず実サービス面から、放送と通信の境目がなくなることを期待してやま

ない。
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付録A

V-Lowマルチメディア放送への参入希望調査

提出者一覧
V-Lowマルチメディア放送への参入希望調査

提出者一覧(計 133者)

(各カテゴリにおける提出11頂)

参入枠

提出者 受託圏内放 受託圏内放 委託放送業

送 送(出資) 務

超短波(FM)放送事業者 45者

(樹エフエム京都 。
(樹工フ工ム愛媛 。
(樹エフエム群馬 。
(樹エフエム栃木 。
(樹工フ工ムナックファイブ‘ 非開示

=重エフエム放送(樹 。
(掛J-WAVE 。
(樹工フ工ム山口 。
富山エフエム放送(樹 。
福井エフエム放送(樹 。
(樹工フ工ム佐賀 。
(樹工フ工ム・ノースウェーブ、 。
(樹工フ工ムラジオ新潟 。
新潟県民エフエム放送附 。
(樹工フ工ム香川 。
長野エフエム放送(樹 。
(樹ZIP-FM 。
(樹エフエム青森 。
工フ工ムインターウェーブ1柑 。
天神エフエム(樹 。
横浜エフエム放送(掛 非開示

関西インターメディア(樹 。
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(樹エフエム北海道 。
(樹工フ工ム仙台 。
(樹エフエム大阪 。
広島エフエム放送(樹 。
(樹CROSSFM 。
(樹工フ工ム秋田 。
(掛エフエム東京 。
(掛ベイエフエム 。
(樹工フ工ム長崎 。
静岡エフエム放送附 。
(樹FM802 。
(樹工フ工ム富士 。
(樹工フ工ム愛知 。
(掛エフエム大分 。
(樹工フ工ム山陰 。
(樹工フ工ム岩手 。
(樹エフエム熊本 。
(樹エフエム滋賀 。
(樹工フ工ム福岡 。
兵庫エフエム放送(掛 。
(掛エフエム鹿児島 。
(樹工フ工ム徳島 。
(樹工フ工ム石川 。
2 中波(AM)放送事業者 13者

東海ラジオ放送(樹 。
(樹ラジオ福島 。
(掛ラジオ沖縄 。
(掛和歌山放送 。
(樹茨城放送 。
(樹ラジオ関西 。
(樹STVラジオ 。
大阪放送(樹 非開示

(樹栃木放送 。
(樹TBSラジオ&コミュニケーションズ 。 。
(樹ニッポン放送 。
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(掛アール・工フ・ラジオ日本 。
(樹文化放送 。 。
3 短波放送事業者 1者

(樹日経ラジオ社 。
4 中波(AM)放送・テレビ、ジョン放送兼営事業者 33者

青森放送(樹 。
西日本放送(樹 。
刷新潟放送 。
(樹大分放送 。
琉球放送(樹 。
北海道放送(樹 。
福井放送(樹 。
(樹宮崎放送 。
(掛毎日放送 。
東北放送(樹 。
山形放送(樹 。
信越放送(樹 。
山陽放送(樹 。
(樹IBC岩手放送 。
北陸放送(樹 。
南海放送(樹 。
長崎放送(樹 。
静岡放送(樹 。
(樹山梨放送 。
中部日本放送(樹 。
北日本放送(樹 。
九州朝日放送(掛 。
(掛中国放送 。
(樹秋田放送 。
(樹尽都放送 。
(樹山陰放送 。
RKB毎日放送(樹 。
山口放送(樹 。
(樹岐車放送 。
阿南日本放送 。
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朝日放送(樹 。
四国放送(樹 。 。
(樹熊本放送 。
5 コミュニティ放送事業者 26者

鹿児島シティ工フ工ム(樹 。
(耐えふえむ・工ヌ・ワン 。 。
(掛エフエムあやベ 。
逗子・葉山コミュニティ放送(掛 。
大和ラジオ放送(樹 。 。
(樹工フ工ムとなみ 。
エフエムかしま市民放送附 。 。
(樹FMなかっ 。
(樹FMうるま 。
(掛姫路シティ FM21 。
(樹工フ工ムぴざん 。
(NPO)尽都コミュニティ放送 。
AIR STATION H旧IKI(;掛 。 。
(樹エフエムたじま 。
(樹ラヂオもりおか 。
水戸コミュニティ放送(樹 。 。
(掛エフエム三木 。
(樹FM鳥取 。 。
(樹らむれす 。
(樹DARAZコミュニティ放送 。
(掛けんと放送 。
(樹フラワーコミュニティ放送 。
葛飾エフエム放送(掛 。
(掛いわき市民コミュニティ放送 非開示

工フ工ムラジオ立川(樹 。 。
(樹中国コミュニケーションネットワーク 。 。
6 新聞社 1者

(樹神戸新聞社 。
7 各種団体 3者

(財)道路交通情報通信システムセンター 。
(VICSセンター)
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日本放送協会 。 。
V-Lowにおける地域メディアの在り方 。
に関する連絡協議会

8 その他 10者

(掛CSK 非開示

日本電波塔(樹 。 。
北日本マルチメディア放送附 。
(樹東京放送ホールディング‘ス 。 。
中国・四国マルチメディア放送(樹 。
大阪マルチメディア放送(樹 。
東尽マルチメディア放送(樹 。 。
中日本マルチメディア放送(樹 。
(樹工ムティーアイ 。 。
九州沖縄マルチメディア放送(樹 。
9 匿名 1者

法人(1者) 非開示

合計 133者(受託圏内放送4者、受託圏内放送への出資 14者、委託放送業務 132者)

※合計には、非開示を希望する者について も計上した。
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付録B

第 2期 AMIOフォーラム会員一覧

イースト株式会社

株式会社ヴィレッジアイランド

NECアクセステクニカ株式会社

般社団法人 共同通信社

慶慮義塾大学大学院メディアデザイン研究(事務局)

株式会社CSK(現SCSK)(ビジネスモデノレ検証部会幹事)

スカパーJSAT株式会社

ソニービジネスソリューション株式会社

株式会社TBSテレビ

株式会社テレビ神奈川(ビジネスモデノレ検証部会幹事)

株式会社 電通(ビジネスモテ、ノレ検証部会幹事)

社団法人日本雑誌協会

株式会社ネクストウェーブ(サービ、スモテ、ノレ検討部会幹事)

株式会社博報堂DYメディアパートナーズ(ビジネスモデノレ検証部会幹事)

株式会社日立製作所

富士通株式会社

※五十音順
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付録 C

IPDCフォーラム会員一覧

株式会社アスコン

EXPWAY 

SCSK株式会社

NECアクセステクニカ株式会社

NECエンジニアリング株式会社

NECマグナスコミュニケーション株式会社

株式会社NHKアイテック

株式会社ヴィレッジアイランド

営電株式会社

株式会社NTTデータ

株式会社エブエム東京

エノレ・エス・アイ

ジャパン株式会社

関西テレビ放送株式会社

京セラコミュニケーションシステム株式会社

般社団法人 共同通信社

クワトロメディア株式会社

慶慮義塾大学大学院メディアデザイン研究科

KDDI株式会社

株式会社C-GRIP

株式会社スカパー・ブロードキャステイング

株式会社スペースシャワーネットワーク

株式会社TBSテレビ

株式会社テレビ神奈川

株式会社電通

株式会社電通国際情報サービス

株式会社東通

日本電気株式会社

株式会社ネクストウェーブ
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ネットワンシステムス株式会社

株式会社博報堂

株式会社博報堂DYメディアパートナーズ

株式会社フジテレビジョン

株式会社毎日放送

マスプロ電工株式会社

株式会社メディアキャスト

モバイノレメディア企画株式会社

株式会社読売新聞東京本社

(2011年12月現在)

※五十音順
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付録D

V-Highマルチメディア放送の委託放送業務

の認定及び無線局免許に係る制度整備案に対す

る意見に対する考え方

1 .意見提出者 (50音11頂)

1.AMIOフォーラム

2. (株)mmbi

3. KDDI(株)

4. (株)ジャパン ・モパイルキャステ ィング

5. (社)日本新聞協会

6 日本テレビ放送網(株)

合計 6件

2.提出意見及びそれに対する考え方

(注意事項)

O ご意見については、原則と して提出されたご意見にある該当箇所を参考に分類を しています

が、特に該当箇所が明示されていないものや、いただいた該当箇所とは異なる形で分類した方

が適切だと思われるものについては、総務省、において分類しています。また、誤字脱字や体裁

の修正についても総務省、において一部行っております。

。r該当箇所」欄の rIBJ欄は放送法の一部を改正する法律(平成 22年法律第 65号)の施

行前の制度整備案の該当箇所、 「新」欄は、 当該法律の施行後の制度整備案の該当箇所を示し

てお ります。

提出意見[提出者名] 意見に対する考え方

1 基幹放送の業務に係る表現の自 由享有基準(ζ関する省令のー音Hを改正する省令関係
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「放送の普及及び健全な発達のた 合計13を超えるセグメン卜数の 割り当

めに特(こ必要があると認める場合そ てについては、「放送の普及及び 健全

の1也特別の事情がある場合を除き、 な発達のために特に必要があると認め

移動受信用地上放送業務(こ関し使 る場合その他特別の事情がある場合」

用するセグメント数及ひ基準セグメン (現「基幹放送の普及等のため特に必

卜数の合計が十三を超えないこと」と 要があると認める場合J)に限定されて

基幹放送 されています. おり 、今般の制度整備の意見募集の段

の 業務に 当該規定(こ基づき、例外的にーの 階ではそのような具体的な事態は想定

放送法

係る表現 事業者に合計十三を超えるセ グメント しておりません.

施行規

の 自由 享 委主(基準セグメント数含む)を割り当て ご意見は、今後の 制度設計及び審査

買IJ第 17
有基準に ることとなる 場合は、i尭帯端末向けマ (こ当たっての参考とさせていただきま

条の8

関する省 Jレチメディア放送が地テジ化による す.

第3r頁
令 第4条 跡地利用としヴ由民社会全体の多大

の2 な負担と協力のもとで実現される新

たなメディアであることに鑑み、放送

の多元↑生・多線性確保や当該メティ

アの健全な発展等の観点から、 国民

社会全体の理解を得た 上で執り行わ

れることが必要と考えます.

[KDDI(株)]

2. ~基幹放送普及計画の 一部を変更する告示案関係

委託放送事業者による、新しい考え 今般の意見募集に係る制度整備案に

放送普

基幹放送 方に基づく様々な利用形態の創造や 対する賛成意見と考えます.

及基本

普及計 サービスの提供を促進する内容とな

2 計画

画 第11 っている乙どから、ιのような計画及

第11 
(1)ウ び認定方針とするιとに賛成します.

(3) 
[(株)mmbi]

3 平成 23年・月・ 日から同年・ 月・ 日まで申請を受け付ける移動受信用地上基幹放送

(2075メガヘルツから 222メガヘルツまでの周波数を使用して行うものに限る 0)の業務の

認定に係る認定方針案関
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基本的に方針案に賛同します。

今般の意見募集に係る制度整備案に

第2条第3 また割り当てられた周波数に対し

第2条 対する賛成意見と考えます

ll'!(認定 て効率的に委託放送事業者が参入

第3J買 また「委託放送事業者(現移動受

する移動 することができるように当誌認定方

(認定 信用地上基幹放送事業者)の参入状

3 受信用地 主十については委託放送事業者の参

する委託 況を考慮して適宜認定方針の見直し

上基幹故 入状況を考慮し適宜見直しがなさ

放送業 がなされること」とのご意見について

送の業 れることを要望いたします

寺第) (;1 必要に応じて今後の参考とさせて

務) [(株)ジャパン・モハイルキャスティン

いただきます。

ダ]

以下の理由によりこのような認定 今般の意見募集に係る制度整備案

方針とすることに賛成J ます。 に対する賛成意見と考えます。

委託放送事業者毎に異なる戦略

第2条第3
第2条第 やビジネスモデルを反映できるような

ll'!(認定

3J百0:2 セダメン卜額i誌の申請区分となってい

する移動

4 定する委 るため。

受信用地

託放送 . V-Highマルチメティア放送の早

上基幹故

業務) 期普及に向け全セダメン卜額域一括

送の業務

での認定申請が望ましくそのような

内容になっているため

[(オ来)mmbi]

第4条第 委託放送事業者による新しい考え 今般の意見募集に係る制度整備案

1 J百(3) 方に基づく様々な利用形態の創造や に対する賛成意見と考えます。

(放送の サ ビスの提供を促進する内容とな

5 特性を生 同左 っていることからこのような計画及

かしfこ び認定方針とすることに賛成J ます

サービス [(オ来)mmbi]

のf佐1草)

第4条第 V-Highマルチメディア放送はーか 今般の意見募集に係る制度整備案

1 J百(6) らの立ち上げとなるため委託放送 に対する賛成意見と考えます。

(国内受 事業者聞で共通に利用できるンステ

信者の ムの構築や各委託放送事業者及び

6 利益の 同左 各携帯電話事業者との共同で受信

確保) 設備の普及に取り組むことが普及

第4条第 促進に向けて重要であることからこ

1 J百(8) のような認定方針とすることに賛成J

(受信設 ます。
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備の普

及に関す

る事 r]:o

[(株)mmbil

4 市IJ度整備案全体やその他の事項についての意見

7 

自

当社は V→ Highマルチメディア放 | 今般の意見募集に係る制度整備案

送の提供にあたっては、従烹の放送 |に対する賛成意見ど考えます。

にない新たな放送サービスとして

様 な々干IJ用形態が創造される乙とが

重要であると考えておりまた同時に

ーからの立ち上げとなるため、放送

の早期普及に舟けた受信設備の普

及促進や、利用しやすい料金体系の

確立をはじめとする様々な課題が

存在するとも考えております。

本制度整備案(立、そのような利用

形態の重リ造やそれらの課題の解決

につながる考え方を含んでおり、

V-Highマルチメディア放送の早期普

及を推進する内容となっていると考え

ます。

以上の理由により、今回の制度整

備案について、全体を通して賛成しま

す。

[(株)mmbil

く意見>

慨ね賛成である。

く E里白>

弊社は、世帯mmbiの株主として、腕

mmbiの委託放送事業への参入と

V-Highマルチメティア放送の早期実

現に向け、さまざまな検討を進めてい

るところである.

制度整備案は、従来の放送(こない

新たな放送サービスとして多様な利

用形態を創造させるものであり 、また

このサービス(こ関する 課題を解決す
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9 

10 

るものであると評価している。

[日本テレビ放送網(株1]

<要望> I総務省としても地上アナロダテレビジ

弊社は委託放送事業参入を希望し |ョン放送の跡地の周波数を使用した新

ている欄mmbiに地上放送で培った|しいサービスの早期立ち上げの観点か

報道娯楽教養教育といった芸様|ら準備が整い次第手続を進めたいと

な雷組の供給を考えている。これに |考えております。

は著作権処理ルールの確立など時

聞を要する課題もあり委託放送事

業者を早期に認定するよう要望す

る。

[日本テレビ放送網(株立

V-Highマルチメディア放送について IV-Highマルチメディア放送は国民視

はリアルタイム型放送に加え蓄積|聴者の芸大な協力を得て地上テレビジ

型放送もあります。従来型の動画配 |ョン放送のデジタルイヒによって利用可

信だけでなく電子新聞出版コンテ |能となる周波数を利用して広く国民に

ンツの配信など新たな活用法が期 |普及 J た携帯電話等の携帯端末を受

待されています。 I信設備として想定している「放送」メティ

しかし今回の審査基準によると |アとして位置づけられていることから

インターネットで同様のコンテン 1ノを |放送法上の規律がかかるものです。

配信する場合と異なり雷組準則や | ただ放送法においては放送事業

雷組基準の革定放送雷組審議機 |者が自ら革定した雷組基準に従って適

関の設置といった雷組規律が適用さ

れることになります。

雷組規律は委託放送事業者だけで

なく委託放送事業者に対してコノテ

切な雷組を放送すること(第3条の3

(現第5条IIや自ら放送雷組審議機

関を設置すること(第3条の4(現 第6

条II等の 「自主自律」を基本とする規

ノツを提供する事業者にも間接的 |律となっており放送事業者には放送

に影響力、及4、ことが考えられます。 I雷組編集の自由が保障されています

このまま規律が適用された場合新 I(第3条)

fこな分野からのコンテノツ提供を促

しマルチメディア放送の普及発展

を目指す上で阻害要因になりかね

ません

マルチメディア放送においては 自

主的なガイドラインの革定に委ねるな

どして極力これらの規律が適用され
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ないJlぎの措置を講ずることで 芸様な

コノテンツ力、/1E1亘するための E章i寛を

整えるべきだと考えます

[AMIOフォ ラム]

日本新聞協会メディア開発委員会

は今般総務省が示した iV-Highマ

ルチメディア放送の委託放送業務の

認定に係る制度整備案」に対して下

記の意見を述べる

メディア開発委員会はこれまで

言論表現の自由は報道機関の自

律によって守られるべきものであり

法律による規制はなじまないとの観

占から新たな放送サ ビスの導入

や制度整備の際に意見を述べてき

fこ。昨年 10月の「携帯端末向けマル

チメディア放送の委託放送業務の認

定に係る制度整備に関する考え方等

についての意見募集」に際しても

「蓄積型放送など『電子新聞』サ ヒ

スに対して放送規律が一律に適用さ

れれ ばジャ ナリズム活動のみな

らず同放送の普及発展が阻害さ

れかねないため適用するべきでは

ない」と指摘した。今年 1月の

iV-Lowマルチメディア放送の制度

枠組みについての意見公募」でも同

様の意見を提出した

今回の制度整備案には参入審査

の際の絶対審査JO目として雷組準

則などの内容規制や放送雷組審議

機関の設置などの放送規律が含ま

れている。このままでは新聞社が委

託放送事業者となって蓄積型放送で

紙面を送ろうとする場合雷組準則を

通じて国の規律が新聞の編集に及
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ぶ可能性があり言論報道機関で

ある新聞社が総務省の関与を受ける

こと(こtJる。

雷組準則などの内容規制や放送雷

組審議機関の設置などの放送規律

は V-Highマルチメディア放送に適

用すべきではないことを改めて表明

する。

[(社)日本新聞協会]
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